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福井市地域防災計画（原子力災害対策編）新旧対照表 

修正前 修正後 

第１章 総則 

第１節～第５節 略 

第１章 総則 

第１節～第５節 略 

第６節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 

本市において、原子力防災資機材、モニタリング設備、非常用通信機器等の整備、避難計画等の策定等、原子力

災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲については、原子力災害対策指針において示されている目安を踏まえ、

施設の特性、行政区画、地勢等地域に固有の自然的、社会的周辺状況等を勘案し、具体的な区域を定めるものとす

る。 

【原子力発電所の場合】  

 略 

【原子力発電所以外の原子力施設の場合】 

 略 

（参考）「原子力災害対策指針」に示されているＰＡＺ、ＵＰＺの考え方 

１～２ 略 

別表１（本節関係） 

［原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲］         【R3.4.1現在】 

地区名 町、字名、（）内は人口数 人口 世帯数 

越 廼 八ツ俣町(16)、城有町(44)、赤坂町(3)、居倉町(125)、浜北

山町(60) 

２４８ １１３ 

清水西 笹谷町(252)、山内町(219) ４７１ １６３ 

清水南 在田町(251)、甑谷町(238) ４８９ １４８ 

殿 下 尼ヶ谷町(32)、別畑町(11) ４３ ２５ 

麻生津 徳尾町（３０ｋｍ圏内に居住者なし） ０ ０ 

合  計 １,２５１ ４４９ 

 ※高速増殖原型炉もんじゅについては、越廼地区の上記町、字が対象別表２（本節関係） 

別表２～３ 略 

第６節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 

本市において、原子力防災資機材、モニタリング設備、非常用通信機器等の整備、避難計画等の策定等、原子力

災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲については、原子力災害対策指針において示されている目安を踏まえ、

施設の特性、行政区画、地勢等地域に固有の自然的、社会的周辺状況等を勘案し、具体的な区域を定めるものとす

る。 

【原子力発電所の場合】  

 略 

【原子力発電所以外の原子力施設の場合】 

 略 

（参考）「原子力災害対策指針」に示されているＰＡＺ、ＵＰＺの考え方 

１～２ 略 

別表１（本節関係） 

［原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲］         【R7.2.1現在】 

地区名 町、字名、（）内は人口数 人口 世帯数 

越 廼 八ツ俣町(14)、城有町(35)、赤坂町(3)、居倉町(102)、浜北

山町(49) 

２０３ １０４ 

清水西 笹谷町(232)、山内町(212) ４４４ １６１ 

清水南 在田町(227)、甑谷町(211) ４３８ １４１ 

殿 下 尼ヶ谷町(19)、別畑町(6) ２５ １６ 

麻生津 徳尾町（３０ｋｍ圏内に居住者なし） ０ ０ 

合  計 １，１１０ ４２２ 

 ※高速増殖原型炉もんじゅについては、越廼地区の上記町、字が対象別表２（本節関係） 

別表２～３ 略 

第７節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の区分等に応じた防護措置の準備及び実施 

１～２ 略 

３ 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

（１） 略 

（２）緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え方 

緊急事態のうち、初期対応段階においては、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の教訓を踏ま

え、放射性物質の放出開始前から必要に応じた防護措置を講じなければならない。このため、ＩＡＥＡ等が

定める防護措置の枠組みの考え方を踏まえて、以下のように、初期対応段階において、施設の状況に応じて

緊急事態の区分を決定し予防的防護措置を実行するとともに、観測可能な指標に基づき緊急防護措置を迅速

に実行するための意思決定の体制を構築する。 

ア 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

（ア）基本的な考え方 

第７節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の区分等に応じた防護措置の準備及び実施 

１～２ 略 

３ 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

（１） 略 

（２）緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え方 

緊急事態のうち、初期対応段階においては、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の教訓を踏ま

え、放射性物質の放出開始前から必要に応じた防護措置を講じなければならない。このため、ＩＡＥＡ等が

定める防護措置の枠組みの考え方を踏まえて、以下のように、初期対応段階において、施設の状況に応じて

緊急事態の区分を決定し予防的防護措置を実行するとともに、観測可能な指標に基づき緊急防護措置を迅速

に実行するための意思決定の体制を構築する。 

ア 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

（ア）基本的な考え方 
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修正前 修正後 

緊急事態の初期対応段階においては、情報収集により事態を把握し、原子力施設の状況や当該施設

からの距離等に応じ、防護措置の準備やその実施等を適切に進めるため、原子力施設の状況に応じ

て、緊急事態の初期対応段階を、警戒事態（第１段階）、施設敷地緊急事態（第２段階）及び全面緊急

事態（第３段階）の３段階に区分する。 

 

【警戒事態（第１段階）】 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが、原子力施設における異常

事象の発生又はそのおそれがあるため、情報収集や、施設敷地緊急事態要避難者（避難の実施に通常以上の

時間がかかり、かつ避難の実施により健康リスクが高まらない要配慮者（高齢者、障がい者、外国人、乳幼

児、妊産婦、傷病者、入院患者等をいう、以下同じ。）、安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨ

ウ素剤の服用が不適切者のうち、施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必要な者をい

う。以下同じ。）の避難など、早期に実施が必要な防護措置の準備を開始する必要がある段階である。 

この段階では、県、ＰＡＺ関係市町及び関係防災機関は、ＰＡＺ内において、実施に比較的時間を要する

防護措置の準備に着手する。 

 

【施設敷地緊急事態（第２段階）】 

原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある事象が発生したため、原子力施設周

辺において緊急時に備えた避難等の主な防護措置の準備を開始する必要がある段階である。 

この段階では、県、関係市町及び関係防災機関は、緊急時モニタリングの実施等により事態の進展を把握

するため情報収集の強化を行うとともに、ＰＡＺ内において、施設敷地緊急事態要避難者の避難を開始する

とともに、基本的に全ての住民を対象とした避難等の予防的防護措置を準備する。 

 

【全面緊急事態（第３段階）】 

原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、確定的な影響を

回避し、確率的影響のリスクを低減する観点から、迅速な防護措置を実施する必要がある段階である。 

この段階では、県、関係市町及び関係防災機関は、ＰＡＺ内において、基本的に全ての住民を対象に避難

や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を講じる。また、事態の規模、時間的な推移に応じて、ＵＰＺ内

においても、ＰＡＺ内と同様、避難等の予防的防護措置を講じる。 

なお、ＵＰＺ外においても、原子力施設から著しく異常な水準で放射性物質が放出され、又はそのおそれ

がある場合には、施設の状況や放射性物質の放出状況を踏まえ、必要に応じて屋内退避を実施する。 

（イ）具体的な基準 

これらの緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原子力事業者が判断するための基準として、

原子力施設における深層防護を構成する各層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機能の状態、外的事

象の発生等の原子力施設の状態等に基づき緊急時活動レベルを設定する。 

原子力施設ごとのＥＡＬの設定は、原子力規制委員会が示すＥＡＬの枠組みに基づき、原子力事業

者が原子力事業者防災業務計画において設定する。原子力規制委員会が示す緊急事態区分を判断する

ＥＡＬの枠組みの内容は、指針によるものとし、その区分は別表１のとおりとする。 

 

緊急事態の初期対応段階においては、情報収集により事態を把握し、原子力施設の状況や当該施設

からの距離等に応じ、防護措置の準備やその実施等を適切に進めるため、原子力施設の状況に応じ

て、緊急事態の初期対応段階を、警戒事態（第１段階）、施設敷地緊急事態（第２段階）及び全面緊急

事態（第３段階）の３段階に区分する。 

 

【警戒事態（第１段階）】 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが、原子力施設における異常

事象の発生又はそのおそれがあるため、情報収集や、施設敷地緊急事態要避難者（避難の実施に通常以上の

時間がかかり、かつ避難の実施により健康リスクが高まらない要配慮者（高齢者、障がい者、外国人、乳幼

児、妊産婦、傷病者、入院患者等をいう、以下同じ。）、安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨ

ウ素剤の服用が不適切者のうち、施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施が必要な者をい

う。以下同じ。）の避難など、早期に実施が必要な防護措置の準備を開始する必要がある段階である。 

この段階では、県、ＰＡＺ関係市町及び関係防災機関は、ＰＡＺ内において、実施に比較的時間を要する

防護措置の準備に着手する。 

 

【施設敷地緊急事態（第２段階）】 

原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある事象が発生したため、原子力施設周

辺において緊急時に備えた避難等の主な防護措置の準備を開始する必要がある段階である。 

この段階では、県、関係市町及び関係防災機関は、緊急時モニタリングの実施等により事態の進展を把握

するため情報収集の強化を行うとともに、ＰＡＺ内において、施設敷地緊急事態要避難者の避難を開始する

とともに、基本的に全ての住民を対象とした避難等の予防的防護措置を準備する。 

 

【全面緊急事態（第３段階）】 

原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、確定的な影響を

回避し、確率的影響のリスクを低減する観点から、迅速な防護措置を実施する必要がある段階である。 

この段階では、県、関係市町及び関係防災機関は、ＰＡＺ内において、基本的に全ての住民を対象に避難

や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を講じる。また、事態の規模、時間的な推移に応じて、ＵＰＺ内

においても、ＰＡＺ内と同様、避難等の予防的防護措置を講じる。 

なお、ＵＰＺ外においても、原子力施設から著しく異常な水準で放射性物質が放出され、又はそのおそれ

がある場合には、施設の状況や放射性物質の放出状況を踏まえ、必要に応じて屋内退避を実施する。 

（イ）具体的な基準 

これらの緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原子力事業者が判断するための基準として、

原子力施設における深層防護を構成する各層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機能の状態、外的事

象の発生等の原子力施設の状態等に基づき緊急時活動レベルを設定する。 

原子力施設ごとのＥＡＬの設定は、原子力規制委員会が示すＥＡＬの枠組みに基づき、原子力事業

者が原子力事業者防災業務計画において設定する。原子力規制委員会が示す緊急事態区分を判断する

ＥＡＬの枠組みの内容は、指針によるものとし、その区分は別表１のとおりとする。 
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修正前 修正後 

別表１（本節３（２）ア（イ）） 

[各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組み] 

 

１ 略 

２ ナトリウム冷却型高速炉（炉規法第２条第５項に規定する発電用原子炉に限る。）に係る原子炉の運転等のた

めの施設（原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在しない場合を除く。） 

 

 

【国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅ】 

緊急事態区分 緊急事態を判断するＥＡＬ 

警戒事態 

（第１段階） 

① 非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線に電気を供給

する電源が一となる状態が１５分間以上継続すること、全ての非常用交流母

線からの電気の供給が停止すること、又は外部電源喪失が３時間以上継続す

ること。 

②使用済燃料貯蔵槽の液位が一定の液位まで低下すること。 

③原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室からの原子炉の運転や制御に影響

を及ぼす可能性が生じること。 

④原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外と

の通信のための設備の一部の機能が喪失すること。 

⑤重要区域において、火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失

するおそれがあること。 

⑥燃料被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失するおそれがあること、又

は、燃料被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失すること。 

⑦敦賀市において、震度６弱以上の地震が発生した場合 

⑧福井県（当該原子力事業所所在市町沿岸を含む津波予報区）において、大津

波警報が発表された場合 

⑨国（オンサイト総括）が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等

が発生した場合 

⑩当該原子炉施設において、新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が

発生した場合（竜巻、洪水、台風、火山等） 

⑪その他原子炉施設以外に起因する事象が原子力施設に影響を及ぼすおそれが

あることを認知した場合など、原子力規制委員会委員長又は委員長代行が警

戒本部の設置が必要と判断した場合 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断するＥＡＬ 

施設敷地 

緊急事態 

（第２段階） 

①原子炉の運転中に原子炉冷却材を汲み上げる設備の機能を超える原子炉冷却

材の漏えいが発生すること。 

②原子炉の運転中に主冷却系による当該原子炉から熱を除去する機能が喪失し

た場合において、当該原子炉から残留熱を除去する機能が喪失すること。 

③ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止し、かつその状態が３０分

以上（原子炉施設に設ける電源設備が研究開発段階発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成２５年原子力規制委

員会規則第９号）第５８条第１項及び研究開発段階発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第１０

号）第７２条第１項の基準に適用しない場合には、５分以上）継続するこ

と。 

④非常用直流母線が一となった場合において、当該直流母線に電気を供給する

電源が一となる状態が５分以上継続すること。 

⑤原子炉の停止中に原子炉を冷却する全ての機能が喪失すること。 

別表１（本節３（２）ア（イ）） 

[各緊急事態区分を判断するＥＡＬの枠組み] 

 

１ 略 

２ 使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体が存在する原子炉に係る原子炉の運転等のための施設（実用発

電用原子炉に係るものにあっては、炉規法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合するものに限る。）であ

って、試験研究用原子炉施設及び照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたものとして原子力規制委

員会が定めた施設以外のもの 

【国立研究開発法人日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉もんじゅ】 

緊急事態区分 緊急事態を判断するＥＡＬ 

警戒事態 

（第１段階） 

①使用済燃料貯蔵槽の液位が一定の液位まで低下すること。 

②原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所と原子力事業所外との

通信のための設備の一部の機能が喪失すること。 

③重要区域において、火災又は溢水が発生し安全機器等の機能の一部が喪失す

るおそれがあること。 

④当該原子力事業所所在市町村において、震度６弱以上の地震が発生した場

合。 

⑤当該原子力事業所所在市町村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が

発表された場合。 

⑥オンサイト総括が警戒を必要と認める当該原子炉施設の重要な故障等が発生

した場合。 

⑦その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あることを認知した場合など、委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必

要と判断した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断するＥＡＬ 

施設敷地 

緊急事態 

（第２段階） 

①使用済燃料貯蔵槽の液位を維持できないこと、又は当該貯蔵槽の液位を維持

できていないおそれがある場合において、当該貯蔵槽の液位を測定できない

こと。 

② 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外

との通信のための設備の全ての機能が喪失すること。 

③ 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失すること。 

④ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の

判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出さ

れた場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑤ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれ

があること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出

されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措

置の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生するこ

と。 
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修正前 修正後 

⑥使用済燃料貯蔵槽の液位を維持できないこと又は当該貯蔵槽の液位を維持で

きていないおそれがある場合において、当該貯蔵槽の液位を測定できないこ

と。 

⑦原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室の環境が悪化することにより原子

炉の制御に支障が生じること、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常

が発生した場合において、原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示

する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が喪失

すること。 

⑧原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事業所内と原子力事業所外と

の通信のための設備の全ての機能が喪失すること。 

⑨火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部が喪失すること。 

⑩原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定時間にわたって通常の運転

及び停止中において想定される上昇率を超えること。 

⑪燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉冷却系の障壁が喪失するお

それがあること、燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失するおそ

れがあること、又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉冷却系の障壁が喪失す

るおそれがある場合において原子炉格納容器の障壁が喪失すること。 

⑫原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１０条に基づく通報の判

断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出され

た場合（事業所外運搬に係る場合を除く。） 

⑬その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすおそれが

あること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置

の準備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生するこ

と。 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断するＥＡＬ 

全面緊急事態 

（第３段階） 

①原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入（電動駆動による挿

入を除く。）により原子炉を停止することができないこと、又は停止したこ

とを確認することができないこと。 

②原子炉の運転中において、原子炉を冷却する全ての機能が喪失すること。 

③原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器の設計上の最高使用圧力又

は最高使用温度に達すること。 

④全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつその状態が１時間以上（原

子炉施設に設ける電源設備が研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則第５８条第１項及び研究開発段階発

電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則第７２条第１項の基準

に適合しない場合には、３０分以上）継続すること。 

⑤全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し、かつその状態が５分以上

継続すること。 

⑥炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射線量又は原子炉容器内の温

度を検知すること。 

⑦原子炉の停止中に原子炉容器内の照射済燃料集合体の露出を示す原子炉容器

内の液位の変化その他の事象を検知すること。 

⑧使用済燃料貯蔵槽の液位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの液

位まで低下すること、又は当該液位まで低下しているおそれがある場合にお

いて、当該貯蔵槽の液位を測定できないこと。 

⑨原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用できなくなることにより、

原子炉制御室からの原子炉を停止する機能及び冷温停止状態を維持する機能

が喪失すること、又は原子炉もしくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場

合において、原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若し

くは原子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての機能が喪失すること。 

⑩燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失した場合において、原子炉

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急事態区分 緊急事態を判断するＥＡＬ 

全面緊急事態 

（第３段階） 

①使用済燃料貯蔵槽の液位が照射済燃料集合体の頂部から上方２メートルの液

位まで低下すること、又は当該液位まで低下しているおそれがある場合にお

いて、当該貯蔵槽の液位を測定できないこと。 

② 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事

態宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質

が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

③ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等

放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出

されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある

事象が発生すること。 
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修正前 修正後 

格納容器の障壁が喪失するおそれがあること。 

⑪原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第１５条に基づく緊急事態

宣言の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が

検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。） 

⑫その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施設に影響を及ぼすこと等放

射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出さ

れるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開始する必要がある事

象が発生すること。 

 

イ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

（ア）基本的な考え方 

全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避する観点から、基本的には原子力施

設の状況に基づく判断により、避難等の予防的防護措置を講じることが極めて重要であるが、放射性物

質の放出後は、その拡散により比較的広い範囲において空間放射線量率等の高い地点が発生する可能性

がある。このような事態に備え、国、県及び関係市町等は、緊急時モニタリングを迅速に行い、その測

定結果を防護措置を実施すべき基準に照らして、必要な措置の判断を行い、これを実施することが必要

となる。 

放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響をできる限

り低減する観点から、数時間から１日以内に住民について避難等の緊急防護措置を講じなければなら

ない。また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ばくを回避

する観点から、１週間以内に一時移転等の早期防護措置を講じなければならない。 

これらの措置を講じる場合には、国からの指示に基づき、避難住民等に対し、防護措置を実施すべ

き基準以下であるか否かを確認する避難退域時検査（以下「スクリーニング」という。）の結果から簡

易除染（着替え、拭き取り、簡易除染剤やシャワーの利用等）等の措置を講じるようにしなければな

らない。 

更に、経口摂取等による内部被ばくを回避する観点から、一時移転等を講じる地域では、地域生産

物の摂取を制限しなければならない。また、飲食物中の放射性核種濃度の測定を開始すべき範囲を数

日以内に空間放射線量率に基づいて特定するとともに、当該範囲において飲食物中の放射性核種濃度

の測定を開始し、その濃度に応じて飲食物摂取制限を継続的に講じなければならない。 

（イ） 略 

別表２（本節３（２）イ（イ）関係） 

［ＯＩＬと防護措置］ 

 基準の種

類 
基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

緊

急

防

護

措

置 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射

線、再浮遊した放射

性物質の吸入、不注

意な経口摂取による

被ばく影響を防止す

るため、住民を数時

間内に避難や屋内退

避等をさせるための

基準 

５００μＳｖ/ｈ 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

数時間内を目途

に区域を特定

し、避難等を実

施（移動が困難

な者の一時屋内

退避を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

イ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

（ア）基本的な考え方 

全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避する観点から、基本的には原子力施

設の状況に基づく判断により、避難等の予防的防護措置を講じることが極めて重要であるが、放射性物

質の放出後は、その拡散により比較的広い範囲において空間放射線量率等の高い地点が発生する可能性

がある。このような事態に備え、国、県及び関係市町等は、緊急時モニタリングを迅速に行い、その測

定結果を防護措置を実施すべき基準に照らして、必要な措置の判断を行い、これを実施することが必要

となる。 

放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響をできる限

り低減する観点から、数時間から１日以内に住民について避難等の緊急防護措置を講じなければなら

ない。また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ばくを回避

する観点から、１週間以内に一時移転等の早期防護措置を講じなければならない。 

これらの措置を講じる場合には、国からの指示に基づき、避難住民等に対し、防護措置を実施すべ

き基準以下であるか否かを確認する避難退域時検査（以下「スクリーニング」という。）の結果から簡

易除染（簡易な方法による除染）等の措置を講じるようにしなければならない。 

更に、経口摂取等による内部被ばくを回避する観点から、一時移転等を講じる地域では、地域生産

物の摂取を制限しなければならない。また、飲食物中の放射性核種濃度の測定を開始すべき範囲を数

日以内に空間放射線量率に基づいて特定するとともに、当該範囲において飲食物中の放射性核種濃度

の測定を開始し、その濃度に応じて飲食物摂取制限を継続的に講じなければならない。 

 

（イ） 略 

別表２（本節３（２）イ（イ）関係） 

［ＯＩＬと防護措置］ 

 基準の種

類 
基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

緊

急

防

護

措

置 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射

線、再浮遊した放射

性物質の吸入、不注

意な経口摂取による

被ばく影響を防止す

るため、住民を数時

間内に避難や屋内退

避等をさせるための

基準 

５００μＳｖ/ｈ 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

数時間内を目途

に区域を特定

し、避難等を実

施（移動が困難

な者の一時屋内

退避を含む。） 
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修正前 修正後 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取、

皮膚汚染からの外部

被ばくを防止するた

め、除染を講じるた

めの基準 

β線：４０，０００cpm※３ 

（皮膚から数 cmでの検出器の計数率） 

避難又は一時移

転の基準に基づ

いて避難等した

避難者等にスク

リーニングを実

施して、基準を

超える際は迅速

に簡易除染等を

実施 

β線：１３，０００cpm※４【１か月後の値】 

（皮膚から数 cmでの検出器の計数率） 

早

期

防

護

措

置 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射

線、再浮遊した放射

性物質の吸入、不注

意な経口摂取による

被ばく影響を防止す

るため、地域生産物
※５の摂取を制限す

るとともに、住民を

１週間程度内に一時

移転させるための基

準 

２０μSｖ/ｈ 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

１日内を目途に

区域を特定し、

地域生産物の摂

取を制限すると

ともに１週間程

度内に一時移転

を実施 

飲

食

物

摂

取

制

限 

※9 

飲食物に

係るスク

リーニン

グ基準 

ＯＩＬ６による飲食

物の摂取制限を判断

する準備として、飲

食物中の放射性核種

濃度測定を実施すべ

き地域を特定する際

の基準 

０．５μSv/ｈ※６ 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

数日内を目途に

飲食物中の放射

性核種濃度を測

定すべき区域を

特定 

ＯＩＬ６ 

（Bq/kg） 

経口摂取による被ば

く影響を防止するた

め、飲食物の摂取を

制限する際の基準 

核種※７ 

飲料水 

牛乳・乳製

品 

野菜類、穀

類、肉、

卵、魚、そ

の他 

１週間内を目途

に飲食物中の放

射性核種濃度の

測定と分析を行

い、基準を超え

るものにつき摂

取制限を迅速に

実施 

放射性ヨウ素 ３００ 
２，０００※

８ 

放射性セシウム ２００ ５００ 

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種 

１ １０ 

ウラン ２０ １００ 

※１～８ 略 

※９ ＩＡＥＡではＯＩＬ６に係る飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性核種

濃度の測定が開始されるまでの間に暫定的に飲食物摂取制限を行うとともに、広い範囲における飲食物のス

クリーニング作業を実施する地域を設定するための基準であるＯＩＬ３、その測定のためのスクリーニング

基準であるＯＩＬ５が設定されている。ただし、ＯＩＬ３については、ＩＡＥＡの現在の出版物において空

間放射線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必ずしも明確でないこと、またＯＩＬ５につ

いては我が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行えることから、放射性核種濃度を測定すべき区

域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 

また、別図１に全面緊急事態に至った場合の対応の流れを記載する。ただし、これらの事態は、ここに示

される区分の順序のとおりに発生するものでなく、事態の進展によっては全面緊急事態に至るまでの時間的

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取、

皮膚汚染からの外部

被ばくを防止するた

め、除染を講じるた

めの基準 

β線：４０，０００cpm※３ 

（皮膚から数 cmでの検出器の計数率） 

避難又は一時移

転の基準に基づ

いて避難等した

避難者等にスク

リーニングを実

施して、基準を

超える際は迅速

に簡易除染等を

実施 

β線：１３，０００cpm※４【１か月後の値】 

（皮膚から数 cmでの検出器の計数率） 

早

期

防

護

措

置 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射

線、再浮遊した放射

性物質の吸入、不注

意な経口摂取による

被ばく影響を防止す

るため、地域生産物
※５の摂取を制限す

るとともに、住民を

１週間程度内に一時

移転させるための基

準 

２０μSｖ/ｈ 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

１日内を目途に

区域を特定し、

地域生産物の摂

取を制限すると

ともに１週間程

度内に一時移転

を実施 

飲

食

物

摂

取

制

限 

※9 

飲食物に

係るスク

リーニン

グ基準 

ＯＩＬ６による飲食

物の摂取制限を判断

する準備として、飲

食物中の放射性核種

濃度測定を実施すべ

き地域を特定する際

の基準 

０．５μSv/ｈ※６ 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

数日内を目途に

飲食物中の放射

性核種濃度を測

定すべき区域を

特定 

ＯＩＬ６ 

（Bq/kg） 

経口摂取による被ば

く影響を防止するた

め、飲食物の摂取を

制限する際の基準 

核種※７ 

飲料水 

牛乳・乳製

品 

野菜類、穀

類、肉、

卵、魚、そ

の他 

１週間内を目途

に飲食物中の放

射性核種濃度の

測定と分析を行

い、基準を超え

るものにつき摂

取制限を迅速に

実施 

放射性ヨウ素 ３００ 
２，０００※

８ 

放射性セシウム ２００ ５００ 

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種 

１ １０ 

ウラン ２０ １００ 

 

※１～８ 略 

※９ ＩＡＥＡでは、飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性核種濃度の測定が

開始されるまでの間の暫定的な飲食物摂取制限の実施及び当該測定の対象の決定に係る基準であるＯＩＬ３

等を設定しているが、我が国では、放射性核種濃度を測定すべき区域を特定するための基準である「飲食物

に係るスクリーニング基準」を定める。 

また、別図１に全面緊急事態に至った場合の対応の流れを記載する。ただし、これらの事態は、ここに示

される区分の順序のとおりに発生するものでなく、事態の進展によっては全面緊急事態に至るまでの時間的

間隔がない場合等があり得ることに留意すべきである。 
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修正前 修正後 

間隔がない場合等があり得ることに留意すべきである。 

別図１ 略 

 

 

別図１ 略 

第８節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

 

原子力防災に関し、福井市、県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公共的団体等の防災関

係機関が処理すべき事務又は業務の大綱は、福井市地域防災計画（一般災害対策編）第１章２節に定める「防災関

係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱」を基本とし、次のとおりとする。 

１～９ 略 

10 指定公共機関及び指定地方公共機関 

機関名 連絡の窓口 事務又は業務 

１ 西日本電信電話㈱ 福井支店 （１）原子力災害時における有線通信の確保 

２ 日本赤十字社 福井県支部 （１）原子力災害時における医療救護活動の実施 

（２）原子力災害時における義援金の受付 

３ 日本郵便㈱ 北陸支社 （１）原子力災害時における郵便業務の確保 

（２）原子力災害時における郵便業務に係る災害特

別事故取扱い及び救護対策 

（３）原子力災害時における郵便局の窓口業務の維

持 

４ ㈱ＮＴＴドコモ 

北陸支社 

福井支店 （１）原子力災害時における被災移動通信施設の復

旧 

５ ＫＤＤＩ㈱ 北陸総支社 （１）原子力災害時における被災通信施設の復旧 

６ ソフトバンク 

  ㈱ 

地域総務部 

（北陸） 

 

（１）原子力災害時における被災通信施設の復旧 

   

７ （一社）福井県医師

会 

 （１）原子力災害時における医療救護活動の実施 

８ 公共交通機関 

・西日本旅客鉄道㈱ 

・えちぜん鉄道㈱ 

・京福バス㈱ 

・福井鉄道㈱ 

 

 

金沢支社 

 

（１）原子力災害時における物資及び人員の緊急輸

送 

９ 自動車輸送機関 

・日本通運㈱ 

・福山通運㈱ 

・佐川急便㈱ 

 

福井支店 

福井支店 

本社（中日本） 

（１）災害対策用物資の輸送 

第８節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

 

原子力防災に関し、福井市、県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公共的団体等の防災関

係機関が処理すべき事務又は業務の大綱は、福井市地域防災計画（一般災害対策編）第１章２節に定める「防災関

係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱」を基本とし、次のとおりとする。 

１～９ 略 

10 指定公共機関及び指定地方公共機関 

機関名 連絡の窓口 事務又は業務 

１ 西日本電信電話㈱ 福井支店 （１）原子力災害時における有線通信の確保 

２ 日本赤十字社 福井県支部 （１）原子力災害時における医療救護活動の実施 

（２）原子力災害時における義援金の受付 

３ 日本郵便㈱ 北陸支社 （１）原子力災害時における郵便業務の確保 

（２）原子力災害時における郵便業務に係る災害特

別事故取扱い及び救護対策 

（３）原子力災害時における郵便局の窓口業務の維

持 

４ ㈱ＮＴＴドコモ 

北陸支社 

福井支店 （１）原子力災害時における被災移動通信施設の復

旧 

５ ＫＤＤＩ㈱ 北陸総支社 （１）原子力災害時における被災通信施設の復旧 

６ ソフトバンク 

  ㈱ 

地域総務部 

（北陸） 

 

（１）原子力災害時における被災通信施設の復旧 

７ 楽天モバイル㈱ 大阪支社 （１）原子力災害時における被災通信施設の復旧 

８ （一社）福井県医師

会 

 （１）原子力災害時における医療救護活動の実施 

９ 公共交通機関 

・西日本旅客鉄道㈱ 

・えちぜん鉄道㈱ 

・京福バス㈱ 

・福井鉄道㈱ 

・㈱ハピラインふくい 

 

金沢支社 

 

（１）原子力災害時における物資及び人員の緊急輸

送 

10 自動車輸送機関 

・日本通運㈱ 

・福山通運㈱ 

・佐川急便㈱ 

 

金沢支店福井事業所 

福井支店 

本社（中日本） 

（１）災害対策用物資の輸送 
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修正前 修正後 

・ヤマト運輸㈱ 

・濃飛西濃運輸㈱ 

福井主管支店 

福井支店 

10 中日本高速道路㈱ 

金沢支社 

敦賀保全・サ

ービスセンタ

ー 

（１）原子力災害時における道路交通の確保等 

11 西日本高速道路㈱ 

関西支社 

福知山高速道

路事務所 

（１）原子力災害時における道路交通の確保等 

12 報道機関 

・日本放送協会福井放

送局 

・福井放送㈱ 

・福井テレビジョン放

送㈱ 

・福井エフエム放送㈱ 

 （１）原子力防災に関する知識の普及の協力 

（２）原子力災害時における広報 

（３）災害情報及び各種指示等の伝達 

13 電力関係者 

・日本原子力発電㈱ 

・国立研究開発法人日

本原子力研究開発機

構 

 

敦賀発電所 

敦賀本部 

（１）原子力事業者防災業務計画の作成及び修正 

（２）原子力防災体制の整備及び原子力防災組織の

運営 

（３）放射線測定設備及び原子力防災資機材の整備 

（４）緊急事態応急対策の活動で整備する資料の整

備、施設及び設備の整備点検 

（５）原子力防災教育及び原子力防災訓練の実施 

（６）関係機関との連携 

（７）緊急時における通報及び報告 

（８）緊急時おける応急措置 

（９）緊急事態応急対策 

（10）原子力災害事故対策の実施 

（11）その他、県及び関係市町が実施する原子力防災

対策への積極的な協力 

・北陸電力㈱ 福井支店 （１）緊急時モニタリングの協力（国の要請による） 

（２）その他、県及び市が実施する原子力防災対策へ

の積極的な協力 

14 研究機関 

・国立研究開発法人日

本原子力研究開発機

構 

原子力緊急時支援・

研修センター 

 （１）原子炉工学、放射線防護等の専門家による事故

事象の評価・検討及び緊急事態応急対策への技

術的支援 

（２）緊急時モニタリング要員及び機器の動員 

（３）原子力防災に関する研修 

（４）原子力防災訓練への参画 

15 （公財）福井県原子  （１）原子力防災に関する知識の普及 

・ヤマト運輸㈱ 

・濃飛西濃運輸㈱ 

福井主管支店 

福井支店 

11 中日本高速道路㈱ 

金沢支社 

敦賀保全・サ

ービスセンタ

ー 

（１）原子力災害時における道路交通の確保等 

12 西日本高速道路㈱ 

関西支社 

福知山高速道

路事務所 

（１）原子力災害時における道路交通の確保等 

13 報道機関 

・日本放送協会福井放

送局 

・福井放送㈱ 

・福井テレビジョン放

送㈱ 

・福井エフエム放送㈱ 

 （１）原子力防災に関する知識の普及の協力 

（２）原子力災害時における広報 

（３）災害情報及び各種指示等の伝達 

14 電力関係者 

・日本原子力発電㈱ 

・国立研究開発法人日

本原子力研究開発機

構 

 

敦賀発電所 

敦賀本部 

（１）原子力事業者防災業務計画の作成及び修正 

（２）原子力防災体制の整備及び原子力防災組織の

運営 

（３）放射線測定設備及び原子力防災資機材の整備 

（４）緊急事態応急対策の活動で整備する資料の整

備、施設及び設備の整備点検 

（５）原子力防災教育及び原子力防災訓練の実施 

（６）関係機関との連携 

（７）緊急時における通報及び報告 

（８）緊急時おける応急措置 

（９）緊急事態応急対策 

（10）原子力災害事故対策の実施 

（11）その他、県及び関係市町が実施する原子力防災

対策への積極的な協力 

・北陸電力㈱ 福井支店 （１）緊急時モニタリングの協力（国の要請による） 

（２）その他、県及び市が実施する原子力防災対策へ

の積極的な協力 

15 研究機関 

・国立研究開発法人日

本原子力研究開発機

構 

原子力緊急時支援・

研修センター 

 （１）原子炉工学、放射線防護等の専門家による事故

事象の評価・検討及び緊急事態応急対策への技

術的支援 

（２）緊急時モニタリング要員及び機器の動員 

（３）原子力防災に関する研修 

（４）原子力防災訓練への参画 

16 （公財）福井県原子  （１）原子力防災に関する知識の普及 
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修正前 修正後 

力 

センター 

 

（２）県・市町が実施する災害応急対策への協力 

16 ガス関係機関 

・（一社）福井県エルピ

ーガス協会 

 （１）原子力災害時における施設の整備、防災管理 

（２）原子力災害時におけるガス供給の確保 

11 略 

力 

センター 

 

（２）県・市町が実施する災害応急対策への協力 

17 ガス関係機関 

・（一社）福井県エルピ

ーガス協会 

 （１）原子力災害時における施設の整備、防災管理 

（２）原子力災害時におけるガス供給の確保 

11 略 

第９節 略 第９節 略 

第２章 原子力災害事前対策 

第１節～第４節 略 

第２章 原子力災害事前対策 

第１節～第４節 略 

第５節 情報の収集・連絡体制等の整備 

１ 略 

２ 情報の分析整理 

（１）～（２） 略 

（３）防災対策上必要とされる資料 

市は、国、県、原子力事業者その他関係機関と連携して応急対策の的確な実施に資するため、以下のような

原子力施設（事業所）に関する資料、社会環境に関する資料、放射性物質及び放射線の影響予測に必要となる

資料、防護資機材等に関する資料を適切に整備し、定期的に更新するとともに、対策拠点施設に適切に備え付

けるとともに、これらを確実に管理するものとする。 

また、市は社会環境に関する資料等を災害対策本部設置予定施設に適切に備え付けるものとする。 

ア～カ 略 

３ 略 

第５節 情報の収集・連絡体制等の整備 

１ 略 

２ 情報の分析整理 

（１）～（２） 略 

（３）防災対策上必要とされる資料 

市は、国、県、原子力事業者その他関係機関と連携して応急対策の的確な実施に資するため、以下のような

原子力施設（事業所）に関する資料、社会環境に関する資料、放射性物質及び放射線の影響予測に必要となる

資料、防護資機材等に関する資料を適切に整備し、定期的に更新するとともに、対策拠点施設に適切に備え付

け、これらを確実に管理するものとする。 

また、市は社会環境に関する資料等を災害対策本部設置予定施設に適切に備え付けるものとする。 

ア～カ 略 

３ 略 

第６節 緊急事態応急体制の整備 

１～７ 略 

広域的な応援協力体制の拡充・強化 

市は、国、県と協力し、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難やスクリーニング（「居住者、車両、家庭

動物、携行品等の放射線量の測定」をいう。以下同じ。）等の場所等に関する広域的な応援体制及び、必要に応

じて、被災時に周辺市町村と相互に後方支援を担える体制の整備に向けて、県の協力のもと、市町村間の応援

協定締結の促進を図り、応援先・受援先の指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役

割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制、後方

支援等について必要な準備を整えるものとする。 

また、市は、原子力事業者との緊急時における協力の内容等についてあらかじめ調整を行うほか、県への応

援要請が迅速に行えるよう、要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先を徹

底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。 

なお、災害時応援協定等の締結状況は下記のとおりである。 

※災害時応援協定等締結状況 

・災害時における相互援助協定（川崎市） 

・北陸３都市災害時相互応援協定（金沢市・富山市） 

第６節 緊急事態応急体制の整備 

１～７ 略 

広域的な応援協力体制の拡充・強化 

市は、国、県と協力し、緊急時に必要な装備、資機材、人員、避難やスクリーニング（「居住者、車両、家庭

動物、携行品等の放射線量の測定」をいう。以下同じ。）等の場所等に関する広域的な応援体制及び、必要に応

じて、被災時に周辺市町村と相互に後方支援を担える体制の整備に向けて、県の協力のもと、市町村間の応援

協定締結の促進を図り、応援先・受援先の指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役

割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制、後方

支援等について必要な準備を整えるものとする。 

また、市は、原子力事業者との緊急時における協力の内容等についてあらかじめ調整を行うほか、県への応

援要請が迅速に行えるよう、要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先を徹

底しておくなど、必要な準備を整えておくものとする。 

なお、災害時応援協定等の締結状況は下記のとおりである。 

※災害時応援協定等締結状況 

・災害時における相互援助協定（川崎市） 

・北陸３都市災害時相互応援協定（金沢市・富山市） 
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修正前 修正後 

・福井県・市町災害時相互応援協定（県・県内各市町） 

・自治体防災情報ネットワーク連絡会加盟都市災害時相互応援に関する協定 

（新潟市・仙台市・島原市・釧路市・墨田区・静岡市） 

・熊本市及び福井市災害時相互応援協定書（熊本市） 

・福井県警察本部長との協定（福井県警察本部） 

・災害時の医療救護活動に関する協定書（（一社）福井市医師会） 

・福井市と福井市内の郵便局の災害時における相互協力に関する協定書 

（福井市内郵便局代表 福井中央郵便局） 

・災害時における協力に関する協定書 

（㈱マイステイズ・ホテル・マネジメントかんぽの宿 福井） 

・福井市及び福井市企業局と福井管工事業協同組合の災害時における協力に関する協定 

（福井市企業管理者・福井管工事業協同組合） 

・福井市と福井ケーブルテレビ株式会社との災害緊急放送に関する相互協定 

（福井ケーブルテレビ㈱） 

・災害時における相互応援に関する協定（愛知県丹羽郡扶桑町） 

・災害時における相互応援協定書（岐阜県安八郡安八町） 

・全国清水町災害応援協定 

（北海道清水町・静岡県清水町・和歌山県清水町（現：有田川町）） 

・九頭竜川鳴鹿大堰放流警報設備等による災害情報等の伝達に関する協定書 

（国土交通省近畿地方整備局福井河川国道事務所） 

・災害時における応急救護用燃料の供給に関する協定（（一社）福井県エルピーガス協会） 

・災害発生時における人命救助を要する救援作業についての覚書 

（（一社）全国クレーン建設業協会） 

・災害時における応急生活物資等の協力に関する協定（福井県） 

・公益社団法人日本水道協会中部地方支部災害時相互応援に関する協定 

（中部地方支部長(名古屋市長）、愛知県支部長（豊橋市）、三重県支部長（津市長）、静岡県支部長（静岡市

長）、岐阜県支部長（岐阜市長）、石川県支部長（金沢市長）、富山県支部長（富山市長）） 

・災害時における公共土木施設の応急対策に関する協定（（一社）福井地区建設業会） 

・日野川地区水道用水供給事業における緊急時の給水等に関する協定書 

（福井県、鯖江市、越前市、南越前町、越前町） 

・全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定（全中協加盟都市） 

・災害時における公共施設等の電気設備の保安対策業務の協力に関する協定書 

（（一財））北陸電気保安協会） 

・災害時における公共施設等の電気設備の応急対策業務の協力に関する協定書 

（（一社）福井県電業協会） 

・災害時における石油燃料の優先供給に関する協定（福井県石油業協同組合） 

・災害時における公共建築物の応急対策に関する協定（（一社）福井県建築工業会） 

・災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉施設等） 

・福井県・市町災害時相互応援協定（県・県内各市町） 

・自治体防災情報ネットワーク連絡会加盟都市災害時相互応援に関する協定 

（新潟市・仙台市・島原市・釧路市・墨田区・静岡市） 

・熊本市及び福井市災害時相互応援協定書（熊本市） 

・福井県警察本部長との協定（福井県警察本部） 

・災害時の医療救護活動に関する協定書（（一社）福井市医師会） 

・福井市と福井市内の郵便局の災害時における相互協力に関する協定書 

（福井市内郵便局代表 福井中央郵便局） 

・災害時における協力に関する協定書 

（㈱マイステイズ・ホテル・マネジメントかんぽの宿 福井） 

・福井市及び福井市企業局と福井管工事業協同組合の災害時における協力に関する協定 

（福井市企業管理者・福井管工事業協同組合） 

・福井市と福井ケーブルテレビ株式会社との災害緊急放送に関する相互協定 

（福井ケーブルテレビ㈱） 

・災害時における相互応援に関する協定（愛知県丹羽郡扶桑町） 

・災害時における相互応援協定書（岐阜県安八郡安八町） 

・全国清水町災害応援協定 

（北海道清水町・静岡県清水町・和歌山県清水町（現：有田川町）） 

・九頭竜川鳴鹿大堰放流警報設備等による災害情報等の伝達に関する協定書 

（国土交通省近畿地方整備局福井河川国道事務所） 

・災害時における応急救護用燃料の供給に関する協定（（一社）福井県エルピーガス協会） 

・災害発生時における人命救助を要する救援作業についての覚書 

（（一社）全国クレーン建設業協会） 

・災害時における応急生活物資等の協力に関する協定（福井県） 

・公益社団法人日本水道協会中部地方支部災害時相互応援に関する協定 

（中部地方支部長(名古屋市長）、愛知県支部長（豊橋市）、三重県支部長（津市長）、静岡県支部長（静岡市

長）、岐阜県支部長（岐阜市長）、石川県支部長（金沢市長）、富山県支部長（富山市長）） 

・災害時における公共土木施設の応急対策に関する協定（（一社）福井地区建設業会） 

・日野川地区水道用水供給事業における緊急時の給水等に関する協定書 

（福井県、鯖江市、越前市、南越前町、越前町） 

・全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定（全中協加盟都市） 

・災害時における公共施設等の電気設備の保安対策業務の協力に関する協定書 

（（一財））北陸電気保安協会） 

・災害時における公共施設等の電気設備の応急対策業務の協力に関する協定書 

（（一社）福井県電業協会） 

・災害時における石油燃料の優先供給に関する協定（福井県石油業協同組合） 

・災害時における公共建築物の応急対策に関する協定（（一社）福井県建築工業会） 

・災害発生時における福祉避難所の設置運営に関する協定書（社会福祉施設等） 
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修正前 修正後 

・災害時における建築物等の解体撤去の実施に関する協定書（（一社）福井県解体工事業協会） 

・災害時における公共施設等の電化製品等の応急対策に関する協定（福井県電器商業組合） 

・災害時の人材派遣に関する協定書（（学）大原スポーツ医療保育福祉専門学校） 

・災害時の人材派遣に関する協定書（福井県医療福祉専門学校） 

・災害時における家屋被害認定調査等に関する協定書 

（（一社）福井県公共嘱託登記土地家屋調査士協会） 

・災害時の応援に関する申し合わせ（国土交通省近畿地方整備局） 

・災害時における応援に関する協定書（ヴェオリア・ジェネッツ㈱中部支店） 

・災害時における医療救護活動に関する協定書（福井市薬剤師会） 

・災害時における歯科医療救護活動に関する協定書（福井市歯科医師会） 

・ふくい減災プロジェクトの協定書（㈱ウェザーニューズ） 

・東大寺サミット災害時相互応援協定 

（涌谷町・小浜市・鎌倉市・奈良市・山口市・美祢市・防府市・太宰府市） 

・災害時における動物救護活動に関する協定書（福井県獣医師会） 

・災害時における自転車の調達及び整備等に関する協定 

（福井県自転車軽自動車商協同組合） 

・災害時における生活物資の供給協力等に関する協定書（福井県民生活協同組合） 

・福井市・日本下水道事業団災害支援協定（地方共同法人日本下水道事業団） 

・大規模災害時における帰宅困難者支援施設の使用に関する協定書（ハピリン管理組合） 

・災害に係る情報発信等に関する協定（ヤフー㈱） 

・災害時における飲料水の供給に関する協定（北陸コカ・コーラボトリング㈱） 

・災害時における飲料水の供給に関する協定（㈱ダイドードリンコ北陸） 

・「福井市防災ハンドブック 2018」協働発行に関する協定書 

（㈱ゼンリン、福井市自治会連合会） 

・大規模災害時等における帰宅困難者支援施設の使用に関する協定 

（北陸財務局 福井財務事務所） 

・災害時における支援物資の受入及び配送等に関する協定書（佐川急便㈱） 

・災害時における支援物資の受入及び配送に関する協定書（ヤマト運輸㈱） 

・大規模火災時における消防用水の確保に関する協定書(福井嶺北地区生コン協同組合) 

・防火用水機能付加施設の使用に関する覚書（九頭竜川鳴鹿土地改良区） 

・中核市災害相互応援協定（全国中核市） 

・特設公衆電話の設置・利用に関する協定書（西日本電信電話株式会社 福井支店） 

・福井市とあいおいニッセイ同和損害保険会社との地方創生に関する包括連携協定書 

(広域自然災害時の共同取組に関する覚書) 

（あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 福井支店） 

・災害時における妊産婦、母子等への応急救護活動及び支援等に関する協定 

（（一社）福井県助産師会福井地区助産師会） 

・災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定 

・災害時における建築物等の解体撤去の実施に関する協定書（（一社）福井県解体工事業協会） 

・災害時における公共施設等の電化製品等の応急対策に関する協定（福井県電器商業組合） 

・災害時の人材派遣に関する協定書（（学）大原スポーツ医療保育福祉専門学校） 

・災害時の人材派遣に関する協定書（福井県医療福祉専門学校） 

・災害時における家屋被害認定調査等に関する協定書 

（（一社）福井県公共嘱託登記土地家屋調査士協会） 

・災害時の応援に関する申し合わせ（国土交通省近畿地方整備局） 

・災害時における応援に関する協定書（ヴェオリア・ジェネッツ㈱中部支店） 

・災害時における医療救護活動に関する協定書（福井市薬剤師会） 

・災害時における歯科医療救護活動に関する協定書（福井市歯科医師会） 

・ふくい減災プロジェクトの協定書（㈱ウェザーニューズ） 

・東大寺サミット災害時相互応援協定 

（涌谷町・小浜市・鎌倉市・奈良市・山口市・美祢市・防府市・太宰府市） 

・災害時における動物救護活動に関する協定書（福井県獣医師会） 

・災害時における自転車の調達及び整備等に関する協定 

（福井県自転車軽自動車商協同組合） 

・災害時における生活物資の供給協力等に関する協定書（福井県民生活協同組合） 

・福井市・日本下水道事業団災害支援協定（地方共同法人日本下水道事業団） 

・大規模災害時における帰宅困難者支援施設の使用に関する協定書（ハピリン管理組合） 

・災害に係る情報発信等に関する協定（ヤフー㈱） 

・災害時における飲料水の供給に関する協定（北陸コカ・コーラボトリング㈱） 

・災害時における飲料水の供給に関する協定（㈱ダイドードリンコ北陸） 

・「福井市防災ハンドブック 2018」協働発行に関する協定書 

（㈱ゼンリン、福井市自治会連合会） 

・大規模災害時等における帰宅困難者支援施設の使用に関する協定 

（北陸財務局 福井財務事務所） 

・災害時における支援物資の受入及び配送等に関する協定書（佐川急便㈱） 

・災害時における支援物資の受入及び配送に関する協定書（ヤマト運輸㈱） 

・大規模火災時における消防用水の確保に関する協定書(福井嶺北地区生コン協同組合) 

・防火用水機能付加施設の使用に関する覚書（九頭竜川鳴鹿土地改良区） 

・中核市災害相互応援協定（全国中核市） 

・特設公衆電話の設置・利用に関する協定書（西日本電信電話株式会社 福井支店） 

・福井市とあいおいニッセイ同和損害保険会社との地方創生に関する包括連携協定書 

(広域自然災害時の共同取組に関する覚書) 

（あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 福井支店） 

・災害時における妊産婦、母子等への応急救護活動及び支援等に関する協定 

（（一社）福井県助産師会福井地区助産師会） 

・災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定 
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修正前 修正後 

（福井県及び（公社）日本下水道管路管理業協会） 

・災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定 

（福井県及び（公社）福井県下水道管路管理業協会） 

・災害時における下水道施設の復旧支援協力に関する協定 

（福井県及び（公社）全国上下水道コンサルタント協会中部支部） 

・災害時における下水道施設の復旧支援協力に関する協定 

（福井県及び（一社）福井県測量設計業協会） 

・福井市ならびに北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社の地方創生に関する包括連携協定書（大規模

災害時における相互連携に関する確認書） 

（北陸電力㈱、北陸電力送配電㈱） 

・災害時における被災者への支援活動に関する協定書（協同組合福井ショッピングモール） 

・災害時における物資供給等に関する協定書（ユニー㈱アピタ福井大和田店） 

・避難所等における外部給電可能な車両からの電力供給に関する協定書 

（福井トヨタ自動車㈱、福井トヨペット㈱、トヨタカローラ福井㈱、ネッツトヨタ福井㈱、㈱トヨタレンタ

リース福井） 

・災害救助に必要な物資の調達に関する協定書（㈱平和堂） 

・災害救助に必要な物資の調達及び建物・駐車場の一部使用に関する協定書（㈱ＰＬＡＮＴ） 

・避難所等における車両からの電力供給及び災害対応用の車両貸与に関する協定書 

（福井ダイハツ販売㈱） 

・災害時における天幕等資機材の供給に関する協定 

（太陽工業㈱、福井太陽㈱、㈱太陽テント北陸） 

・災害救助に必要な物資の調達に関する協定（ゲンキー㈱） 

・災害時における被災者等への支援活動に関する協定書（㈱ベル） 

・災害時における廃棄物処理等の協力に関する協定（（一社）福井県産業資源循環協会） 

・防災減災パートナーシップに関する協定（福井放送㈱） 

・災害時の人的支援に関する協定書 

（一社）福井市医師会看護専門学校福井市医師会看護専門学校） 

・福井市と福井街角放送株式会社との災害緊急放送等に関する相互協定（福井街角放送㈱） 

・災害時における避難者等への支援活動に関する協定（東部商業開発事業協同組合） 

 

（福井県及び（公社）日本下水道管路管理業協会） 

・災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定 

（福井県及び（公社）福井県下水道管路管理業協会） 

・災害時における下水道施設の復旧支援協力に関する協定 

（福井県及び（公社）全国上下水道コンサルタント協会中部支部） 

・災害時における下水道施設の復旧支援協力に関する協定 

（福井県及び（一社）福井県測量設計業協会） 

・福井市ならびに北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社の地方創生に関する包括連携協定書（大規模

災害時における相互連携に関する確認書） 

（北陸電力㈱、北陸電力送配電㈱） 

・災害時における被災者への支援活動に関する協定書（協同組合福井ショッピングモール） 

・災害時における物資供給等に関する協定書（ユニー㈱アピタ福井大和田店） 

・避難所等における外部給電可能な車両からの電力供給に関する協定書 

（福井トヨタ自動車㈱、福井トヨペット㈱、トヨタカローラ福井㈱、ネッツトヨタ福井㈱、㈱トヨタレンタ

リース福井） 

・災害救助に必要な物資の調達に関する協定書（㈱平和堂） 

・災害救助に必要な物資の調達及び建物・駐車場の一部使用に関する協定書（㈱ＰＬＡＮＴ） 

・避難所等における車両からの電力供給及び災害対応用の車両貸与に関する協定書 

（福井ダイハツ販売㈱） 

・災害時における天幕等資機材の供給に関する協定 

（太陽工業㈱、福井太陽㈱、㈱太陽テント北陸） 

・災害救助に必要な物資の調達に関する協定（ゲンキー㈱） 

・災害時における被災者等への支援活動に関する協定書（㈱ベル） 

・災害時における廃棄物処理等の協力に関する協定（（一社）福井県産業資源循環協会） 

・防災減災パートナーシップに関する協定（福井放送㈱） 

・災害時の人的支援に関する協定書 

（一社）福井市医師会看護専門学校福井市医師会看護専門学校） 

・福井市と福井街角放送株式会社との災害緊急放送等に関する相互協定（福井街角放送㈱） 

・災害時における避難者等への支援活動に関する協定（東部商業開発事業協同組合） 

・災害時における避難者等への支援活動に関する協定（クァトロブーム㈱） 

・災害時における避難者等への支援活動に関する協定（マルハン福井店） 

・災害時における避難者等への支援活動に関する協定（東信産業㈱） 

・異常降雪時における排雪用ダンプトラックの確保に関する覚書（福井県トラック協会ダンプ部会） 

・災害時における避難者等への支援活動に関する協定（マルハン福井舞屋店） 

・災害時における段ボール製品の供給に関する協定書（㈱二ホンパッケージ） 

・災害福祉活動に関する相互連携協定書 

 （（福）福井市社会福祉協議会、福井ライオンズクラブ、福井中央ライオンズクラブ、福井本丸ライオンズ

クラブ、福井葵ライオンズクラブ、福井九頭竜ライオンズクラブ、福井フェニックスライオンズクラ
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修正前 修正後 

ブ、ふくいピュアライオンズクラブ、福井イーストライオンズクラブ、福井 SOUTHライオンズクラブ、

福井みなとライオンズクラブ） 

・災害時における衛生用品等の供給に関する協定書（三和薬品㈱） 

・大規模災害時等における一時滞在施設への帰宅困難者の受入れに関する協定 

 （FUKUMACHI BLOCK 全体管理組合、まちづくり福井㈱） 

・災害時におけるシェアサイクルの使用等に関する協定 

   （福井市シェアサイクル事業共同体 構成員：㈱日本海コンサルタント福井支店(代表)、㈱法美社、㈱ド

コモバイクシェア） 

第７節 避難収容活動体制の整備 

１ 略 

２ 避難所等の整備等 

（１）避難所等の整備 

市は、小中学校、公民館、社会体育施設等の公共的施設等を対象に、避難等を行うため、新型コロナウイ

ルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で、災害の危険が切迫した緊急時にお

いて安全が確保される指定緊急避難場所及び避難生活を送るための指定避難所、スクリーニング等の場所を

あらかじめ指定し、住民への周知徹底を図るものとする。また、一般の避難所では生活することが困難な障

がい者等の要配慮者のため、介護保険施設、障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努めるものとす

る。 

また、市は指定緊急避難場所等の指定に当たっては、風向等の気象条件により指定緊急避難場所等が使用

できなくなる可能性を考慮するとともに、要配慮者に十分配慮する。また、国及び県の協力のもと、広域避

難に係る市町村間による協定の締結を推進する等、広域避難体制を整備するものとする。 

なお、避難所として指定された建物については、必要に応じ、衛生管理等避難生活の環境を良好に保つた

めの設備の整備に努めるものとする。 

（２）～（８） 略 

３～11 略 

第７節 避難収容活動体制の整備 

１ 略 

２ 避難所等の整備等 

（１）避難所等の整備 

市は、小中学校、公民館、社会体育施設等の公共的施設等を対象に、避難等を行うため、感染症対策等を

踏まえ、その管理者の同意を得た上で、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避

難場所及び避難生活を送るための指定避難所、スクリーニング等の場所をあらかじめ指定し、住民への周知

徹底を図るものとする。また、一般の避難所では生活することが困難な障がい者等の要配慮者のため、介護

保険施設、障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 

また、市は指定緊急避難場所等の指定に当たっては、風向等の気象条件により指定緊急避難場所等が使用

できなくなる可能性を考慮するとともに、要配慮者に十分配慮する。また、国及び県の協力のもと、広域避

難に係る市町村間による協定の締結を推進する等、広域避難体制を整備するものとする。 

なお、避難所として指定された建物については、必要に応じ、衛生管理等避難生活の環境を良好に保つた

めの設備の整備に努めるものとする。 

 

（２）～（８） 略 

３～11 略 

第８節～第１８節 略 第８節～第１８節 略 

第３章 緊急事態応急対策 

第１節 略 

第３章 緊急事態応急対策 

第１節 略 

第２節 緊急時の通報連絡 

１～２ 略 

３ 警戒事態（第１段階）発生時の通報連絡 

（１）～（６） 

（７）緊急時における通報連絡系統 

緊急時における通報連絡系統は、別図１のとおりとする。 

別図１（本節３（７）関係） 

［緊急時の通報連絡系統］ 

第２節 緊急時の通報連絡 

１～２ 略 

３ 警戒事態（第１段階）発生時の通報連絡 

（１）～（６） 

（７）緊急時における通報連絡系統 

緊急時における通報連絡系統は、別図１のとおりとする。 

別図１（本節３（７）関係） 

［緊急時の通報連絡系統］ 
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修正前 修正後 

 

４ 災害状況の報告及び連絡 

（１）～（４） 略 

（５）災害状況の報告及び連絡系統 

災害状況の報告及び連絡系統は別図２のとおりとする。 

別図２（本節４（５）関係） 

［災害状況の報告及び連絡系統図］ 

（１）県の原子力災害警戒本部設置前

 

４ 災害状況の報告及び連絡 

（１）～（４） 略 

（５）災害状況の報告及び連絡系統 

災害状況の報告及び連絡系統は別図２のとおりとする。 

別図２（本節４（５）関係） 

［災害状況の報告及び連絡系統図］ 

（１）県の原子力災害警戒本部設置前

原子力防災管理者 

関係市町長 

関係警察署長 

福井市消防局長 

原子力防災専門官 
あらかじめ定め

る関係機関 

関係市町を 

除く市町長 

その他 

防災関係機関 

敦賀海上保安部長 

県警察本部長 

自 衛 隊 

○陸上・・・第 14 普通科連隊長 

      第 372 施設中隊長 

○海上・・・舞鶴地方総監 

○航空・・・第 6 航空団司令 

○福井地方協力本部長 

消防庁予防課特殊災害室 

原子力規制庁 

原子力災害対策・核物質防護課 

（原子力規制委員会） 

知事（原子力安全対策課、危機管理課） 

原子力防災管理者 

関係市町長 

関係警察署長 

福井市消防局長 

原子力防災専門官 
あらかじめ定め

る関係機関 

関係市町を 

除く市町長 

その他 

防災関係機関 

敦賀海上保安部長 

県警察本部長 

自 衛 隊 

○陸上・・・第 14 普通科連隊長 

      第 372 施設中隊長 

○海上・・・舞鶴地方総監 

○航空・・・第 6 航空団司令 

○福井地方協力本部長 

消防庁予防課特殊災害室 

原子力規制庁 

緊急事案対策室 

（原子力規制委員会） 

知事（原子力安全対策課、危機管理課） 
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修正前 修正後 

 

 

（２）県の原子力災害警戒本部設置後 

 

 

５ 施設敷地緊急事態（第２段階）発生時の通報連絡 

（１）原子力事業者から施設敷地緊急事態（第２段階）に該当する事象の発生通報があった場合 

  ア～オ 略 

カ 施設敷地緊急事態発生時における通報連絡系統 

施設敷地緊急事態発生時における通報連絡系統は、別図３のとおりとする。 

別図３（本節５（１）カ関係） 

［施設敷地緊急事態発生時の通報連絡系統］ 

 

 

（２）県の原子力災害警戒本部設置後 

 

 

５ 施設敷地緊急事態（第２段階）発生時の通報連絡 

（１）原子力事業者から施設敷地緊急事態（第２段階）に該当する事象の発生通報があった場合 

  ア～オ 略 

カ 施設敷地緊急事態発生時における通報連絡系統 

施設敷地緊急事態発生時における通報連絡系統は、別図３のとおりとする。 

別図３（本節５（１）カ関係） 

［施設敷地緊急事態発生時の通報連絡系統］ 

県 

（原子力災害警戒本部長） 

又は 

（原子力災害対策本部長） 

原子力規制庁 

原子力災害対策・核物質防護課 

（原子力規制委員会） 

原子力防災専門官 

関係市町長 

原子力防災管理者 

敦賀海上保安部長 

自衛隊 

消防庁予防課特殊災害室 

その他防災関係機関 

関係消防本部消防長 

関係警察署長 

県警察本部長 

関係市町を除く市町長 

その他関係省庁  

県 

原子力規制庁 

原子力災害対策・核物質防護課 

（原子力規制委員会） 

原子力防災専門官 

関係市町長 

原子力防災管理者 

敦賀海上保安部長 

自衛隊 

消防庁予防課特殊災害室 

その他防災関係機関 

関係消防本部消防長 

関係警察署長 

県警察本部長 

関係市町を除く市町長 

県 

（原子力災害警戒本部長） 

又は 

（原子力災害対策本部長） 

原子力規制庁 

緊急事案対策室 

（原子力規制委員会） 

原子力防災専門官 

関係市町長 

原子力防災管理者 

敦賀海上保安部長 

自衛隊 

消防庁予防課特殊災害室 

その他防災関係機関 

関係消防本部消防長 

関係警察署長 

県警察本部長 

関係市町を除く市町長 

その他関係省庁  

県 

原子力規制庁 

緊急事案対策室 

（原子力規制委員会） 

原子力防災専門官 

関係市町長 

原子力防災管理者 

敦賀海上保安部長 

自衛隊 

消防庁予防課特殊災害室 

その他防災関係機関 

関係消防本部消防長 

関係警察署長 

県警察本部長 

関係市町を除く市町長 
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修正前 修正後 

 

６～８ 略 

 

 

 

６～８ 略 

関係市町を除く 

市町 

関係する指定 

地方公共機関等 

その他原子力事業者 

防災業務計画等で定める機関 

県 

（原子力災害対策本部） 

関係警察署長 

敦賀海上保安部長 

関係消防本部 

消防庁 

県警察本部長 

所在市町を除く 

関係市町 

所在市町 

原子力防災管理者 

原子力規制委員会 

（原子力規制庁 

原子力災害対策・核物質防護課） 

内閣府（防災担当） 

消費者庁原子力安全課 

経済産業省資源エネルギー庁原子力政策課 

防衛省運用企画局事態対処課 

警察庁警備局警備課 

原子力運転検査官 

原子力防災専門官 

厚生労働省大臣官房厚生科学課 

農林水産省大臣官房(食料安全保障室) 

国土交通省大臣官房(運輸安全防災担当) 

指
定
公
共
機
関
等 

官邸（内閣官房） 

関係府県 

海上保安庁警備救難部環境防災課 

消防庁予防課特殊災害室 

気象庁総務部企画課 

その他関係省庁 

（注）原子力事業者により、通報連絡系統

が異なることがある。 

指定行政機関 

関係市町を除く 

市町 

関係する指定 

地方公共機関等 

その他原子力事業者 

防災業務計画等で定める機関 

県 

（原子力災害対策本部） 

関係警察署長 

敦賀海上保安部長 

関係消防本部 

消防庁 

県警察本部長 

所在市町を除く 

関係市町 

所在市町 

原子力防災管理者 

原子力規制委員会 

（原子力規制庁 

緊急事案対策室） 

内閣府（防災担当） 

消費者庁原子力安全課 

経済産業省資源エネルギー庁原子力政策課 

防衛省防衛政策局運用政策課 

警察庁警備局警備課 

原子力運転検査官 

原子力防災専門官 

厚生労働省大臣官房厚生科学課 

農林水産省大臣官房(食料安全保障室) 

国土交通省大臣官房(運輸安全防災担当) 

指
定
公
共
機
関
等 

官邸（内閣官房） 

関係府県 

海上保安庁警備救難部環境防災課 

消防庁予防課特殊災害室 

気象庁総務部企画課 

その他関係省庁 

（注）原子力事業者により、通報連絡系統

が異なることがある。 

指定行政機関 
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修正前 修正後 

第３節 緊急時活動体制の確立 

１ 略 

２ 市の組織動員体制 

（１）動員配備の基準 

職員の動員配備の基準は、別表１によるものとする。 

別表１（本節２（１）関係） 

[動員配備基準] 

緊急事態区分 配備基準 配備体制 動員体制 

情報収集事態 （１）敦賀市で震度５弱又

は震度５強の地震が発

生した場合（敦賀市に

おいて震度６弱以上の

地震が発生した場合を

除く。） 

警戒配備体制

の設置 

危機管理課員全員 

警戒事態 

（第１段階） 

（１）敦賀市で震度６弱以

上の地震が発生したと

き 

（２）福井県に大津波警報

が発令されたとき 

災害対策本部

を設置 

職員全員 

（３）国（原子力規制庁）

が警戒を必要と認める

原子炉施設の重大な故

障等が発生したとき 

（４）その他、国が原子力

規制委員会・内閣府原

子力事故合同警戒本部

の設置が必要と判断し

たとき 

（５）その他、市長が原子

力災害警戒本部の設置

を必要と認められると

き 

原子力災害警

戒本部を設置 

 

原子力災害現

地警戒本部を

設置 

〈全員参集する所属〉 

・危機管理課 

〈警戒本部員〉 

・総務部長、未来づくり推進局長、市

民生活部長、福祉部長、保健衛生部

長、農林水産部長、建設部長、上下

水道事業部長、教育部長、地域防災

官 

※警戒本部員に関係する次長も参集 

〈あらかじめ指定した職員が参集する

所属〉 

・職員課、広報課、越廼連絡所、清水

連絡所、環境廃棄物対策課、地域保

健課、生活衛生課、農政企画課、道

路課、水道施設課、簡易水道課、保

健給食課、その他関係所属 

・各部連絡責任者 

施設敷地 

緊急事態 

（１）施設敷地緊急事態が

発生したとき 

原子力災害対

策本部の設置 

職員全員 

第３節 緊急時活動体制の確立 

１ 略 

２ 市の組織動員体制 

（１）動員配備の基準 

職員の動員配備の基準は、別表１によるものとする。 

別表１（本節２（１）関係） 

[動員配備基準] 

緊急事態区分 配備基準 配備体制 動員体制 

情報収集事態 （１）敦賀市で震度５弱又

は震度５強の地震が発

生した場合（敦賀市に

おいて震度６弱以上の

地震が発生した場合を

除く。） 

警戒配備体制

の設置 

危機管理課員全員 

警戒事態 

（第１段階） 

（１）敦賀市で震度６弱以

上の地震が発生したと

き 

（２）福井県に大津波警報

が発表されたとき 

災害対策本部

を設置 

職員全員 

（３）国（原子力規制庁）

が警戒を必要と認める

原子炉施設の重大な故

障等が発生したとき 

（４）その他、国が原子力

規制委員会・内閣府原

子力事故合同警戒本部

の設置が必要と判断し

たとき 

（５）その他、市長が原子

力災害警戒本部の設置

を必要と認められると

き 

原子力災害警

戒本部を設置 

 

原子力災害現

地警戒本部を

設置 

〈全員参集する所属〉 

・危機管理課 

〈警戒本部員〉 

・総務部長、未来づくり推進局長、市

民生活部長、福祉健康部長、農林水

産部長、建設部長、事業部長、教育

部長 

※警戒本部員に関係する次長も参集 

〈あらかじめ指定した職員が参集する

所属〉 

・職員課、広報プロモーション課、越

廼連絡所、清水連絡所、環境廃棄物

対策課、地域保健課、生活衛生課、

農政企画課、道路課、水道施設課、

簡易水道課、保健給食課、その他関

係所属 

・各部連絡責任者 

施設敷地 

緊急事態 

（１）施設敷地緊急事態が

発生したとき 

原子力災害対

策本部の設置 

職員全員 
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修正前 修正後 

（第２段階） （２）その他、市長が原子

力災害対策本部の設置

を必要と認めたとき 

 

原子力災害現

地対策本部を

設置 全面緊急事態 

（第３段階） 

（１）全面緊急事態が発生

したとき 

（２） 略 

（３）職員への伝達等 

ア 勤務時間中における伝達及び系統 

（ア）市長が配備体制の決定を行ったときは、危機管理課長は、副市長、企業管理者、教育長、危機管理

監、地域防災官、各部連絡責任者（調整参事等）に伝達するものとする。また、危機管理課長は、庁

内放送及び参集メール等で職員の配備を伝達するものとする。 

（イ）～（ウ） 

イ 勤務時間外又は休日等における伝達等 

（ア）伝達方法 

① 勤務時間外又は休日等に原子力防災管理者から事故（緊急時）の通報を受けた危機管理課長は、

電話で市長、副市長、企業管理者、教育長、危機管理監に連絡するものとする。また危機管理課長

は、参集メール等で職員の配備を伝達するものとする。 

② 市長が配備体制を決定したとき、危機管理課長は、電話で副市長、企業管理者、教育長、危機管

理監、地域防災官、各部連絡責任者（調整参事等）に伝達するとともに、あらかじめ定める緊急連

絡網により危機管理課職員に参集することを伝達するものとする。 

③～④ 略 

（イ）～（エ） 略 

ウ 伝達系統 

上記ア及びイ（ア）に定める伝達系統の概略図は別図１のとおりである。 

別図１（本節２（３）ウ関係） 

［伝達系統の概略図］ 

 

３ 略 

４ 福井市原子力災害警戒本部の設置 

（第２段階） （２）その他、市長が原子

力災害対策本部の設置

を必要と認めたとき 

 

原子力災害現

地対策本部を

設置 全面緊急事態 

（第３段階） 

（１）全面緊急事態が発生

したとき 

（２） 略 

（３）職員への伝達等 

ア 勤務時間中における伝達及び系統 

（ア）市長が配備体制の決定を行ったときは、危機管理課長は、副市長、上下水道事業管理者、教育長、

危機管理監、各部連絡責任者（調整参事等）に伝達するものとする。また、危機管理課長は、庁内放

送及び参集メール等で職員の配備を伝達するものとする。 

（イ）～（ウ） 

イ 勤務時間外又は休日等における伝達等 

（ア）伝達方法 

① 勤務時間外又は休日等に原子力防災管理者から事故（緊急時）の通報を受けた危機管理課長は、

電話で市長、副市長、上下水道事業管理者、教育長、危機管理監に連絡するものとする。また危機

管理課長は、参集メール等で職員の配備を伝達するものとする。 

② 市長が配備体制を決定したとき、危機管理課長は、電話で副市長、上下水道事業管理者、教育

長、危機管理監、各部連絡責任者（調整参事等）に伝達するとともに、あらかじめ定める緊急連絡

網により危機管理課職員に参集することを伝達するものとする。 

③～④ 略 

（イ）～（エ） 略 

ウ 伝達系統 

上記ア及びイ（ア）に定める伝達系統の概略図は別図１のとおりである。 

別図１（本節２（３）ウ関係） 

［伝達系統の概略図］ 

 

３ 略 

４ 福井市原子力災害警戒本部の設置 

市長（配備体制決定） 

危機管理課 

危機管理監 

副市長・企業管理者・教育長 

各部連絡責任者 

（調整参事等連絡会

議構成員） 各関係所属長 

各部局長等 

地域防災官 
各次長 

関係出先機関 

所属職員 

市長（配備体制決定） 

危機管理課 

危機管理監 

副市長・上下水道事業管理者・教育長 

各部連絡責任者 

（調整参事等連絡会

議構成員） 各関係所属長 

各部局長等 

各次長 

関係出先機関 

所属職員 
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修正前 修正後 

（１）～（２） 略 

（３）組織及び事務分掌 

ア 警戒本部の本部長は危機管理監をもって充て、警戒本部の事務を総括し、職員を指揮監督するものとす

る。 

なお、危機管理監が不在の場合には、危機管理副監がその職務を代理するものとする。 

イ 警戒本部員は、総務部長、未来づくり推進局長、市民生活部長、福祉部長、保健衛生部長、農林水産部

長、建設部長、上下水道事業部長、教育部長、地域防災官をもって充てるものとする。 

また、警戒本部には、警戒本部の広報を総括するため、報道主管者を置き、広報課長をもって充てるも

のとする。 

ウ 警戒本部に別表２の部を置き、部の長は部長とし、同表に掲げる者をもって充てるものとする。 

なお、各部に班を置き、その主な事務分掌は市原子力災害警戒本部運営要領で定めるものとする。 

別表２(本節４（３）ウ関係) 

[原子力災害警戒本部に設置する部] 

部 名 部長名 部 名 部長名 

総務部 総務部長 農林水産部 農林水産部長 

市民生活部 市民生活部長 建設部 建設部長 

福祉部 福祉部長 企業部 上下水道事業部長 

保健衛生部 保健衛生部長 教育部 教育部長 

 

エ～オ 略 

カ 警戒本部に事務局を置き、事務局長は危機管理課長をもって充てるものとする。 

事務局員は危機管理課、各部連絡責任者（調整参事等）、職員課、広報課、越廼連絡所、清水連絡所、

環境廃棄物対策課、地域保健課、生活衛生課、農政企画課、道路課、水道施設課、簡易水道課、保健給

食課をもって構成するものとする。 

なお、事務局長は、必要に応じその他の所属を事務局に構成員として加えることができる。 

キ 緊急時に動員する職員 

緊急時の初期活動を円滑に実施するため、次の職員を指定する。 

（ア） 略 

（イ）指定職員 

あらかじめ指定した職員で、職員課、広報課、越廼連絡所、清水連絡所、環境廃棄物対策課、地域

保健課、生活衛生課、農政企画課、道路課、水道施設課、簡易水道課、保健給食課の職員をいう。 

 

ク 各部連絡責任者会議 

各部連絡責任者会議は、警戒本部会議が決定する災害対策に関する必要な事項の調整を行い、危機管

理監、地域防災官、危機管理課長（事務局長）、職員課長、広報課長、越廼連絡所副参事、清水連絡所副

参事、環境廃棄物対策課長、地域保健課長、生活衛生課長、農政企画課長、道路課長、水道施設課長、

簡易水道課長、保健給食課長及び各部連絡責任者、指定職員で構成し、危機管理課長が招集するものと

する。 

（１）～（２） 略 

（３）組織及び事務分掌 

ア 警戒本部の本部長は危機管理監をもって充て、警戒本部の事務を総括し、職員を指揮監督するものとす

る。 

なお、危機管理監が不在の場合には、危機管理副監がその職務を代理するものとする。 

イ 警戒本部員は、総務部長、未来づくり推進局長、市民生活部長、福祉健康部長、農林水産部長、建設部

長、事業部長、教育部長をもって充てるものとする。 

また、警戒本部には、警戒本部の広報を総括するため、報道主管者を置き、広報プロモーション課長を

もって充てるものとする。 

ウ 警戒本部に別表２の部を置き、部の長は部長とし、同表に掲げる者をもって充てるものとする。 

なお、各部に班を置き、その主な事務分掌は市原子力災害警戒本部運営要領で定めるものとする。 

別表２(本節４（３）ウ関係) 

[原子力災害警戒本部に設置する部] 

部 名 部長名 部 名 部長名 

総務部 総務部長 農林水産部 農林水産部長 

市民生活部 市民生活部長 建設部 建設部長 

福祉健康部 福祉健康部長 上下水道部 事業部長 

  教育部 教育部長 

 

エ～オ 略 

カ 警戒本部に事務局を置き、事務局長は危機管理課長をもって充てるものとする。 

事務局員は危機管理課、各部連絡責任者（調整参事等）、職員課、広報プロモーション課、越廼連絡

所、清水連絡所、環境廃棄物対策課、地域保健課、生活衛生課、農政企画課、道路課、水道施設課、簡

易水道課、保健給食課をもって構成するものとする。 

なお、事務局長は、必要に応じその他の所属を事務局に構成員として加えることができる。 

キ 緊急時に動員する職員 

緊急時の初期活動を円滑に実施するため、次の職員を指定する。 

（ア） 略 

（イ）指定職員 

あらかじめ指定した職員で、職員課、広報プロモーション課、越廼連絡所、清水連絡所、環境廃棄

物対策課、地域保健課、生活衛生課、農政企画課、道路課、水道施設課、簡易水道課、保健給食課の

職員をいう。 

ク 各部連絡責任者会議 

各部連絡責任者会議は、警戒本部会議が決定する災害対策に関する必要な事項の調整を行い、危機管

理監、危機管理課長（事務局長）、職員課長、広報プロモーション課長、越廼連絡所副参事、清水連絡所

副参事、環境廃棄物対策課長、地域保健課長、生活衛生課長、農政企画課長、道路課長、水道施設課

長、簡易水道課長、保健給食課長及び各部連絡責任者、指定職員で構成し、危機管理課長が招集するも

のとする。 
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修正前 修正後 

また、各部連絡責任者は、会議の開催を必要とするときには、危機管理課長にその旨を申し出るもの

とする。 

ケ 警戒本部の組織図 

警戒本部の組織図については、別図２のとおりとする。 

別図２(本節４（３）ケ関係) 

［市原子力災害警戒本部概略図］ 

 

また、各部連絡責任者は、会議の開催を必要とするときには、危機管理課長にその旨を申し出るもの

とする。 

ケ 警戒本部の組織図 

警戒本部の組織図については、別図２のとおりとする。 

別図２(本節４（３）ケ関係) 

［市原子力災害警戒本部概略図］ 
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修正前 修正後 

 

 

（４）～（５） 略 

（６）現地災害警戒本部の設置 

ア 市は、警戒本部を設置した場合、直ちに現地原子力防災センターに原子力災害現地災害警戒本部（以

下「現地警戒本部」という。）を設置し、初期活動を実施する。 

イ 現地警戒本部長は、地域防災官を、現地警戒副本部長には、危機管理課副課長を充てるものとする。 

 

 

（４）～（５） 略 

（６）現地災害警戒本部の設置 

ア 市は、警戒本部を設置した場合、直ちに現地原子力防災センターに原子力災害現地災害警戒本部（以

下「現地警戒本部」という。）を設置し、初期活動を実施する。 

イ 現地警戒本部長は、危機管理副監を、現地警戒副本部長には、危機管理課副課長を充てるものとす

本 部 長 

（危機管理監） 

本 部 会 議 

事務局長（危機管理課長）、各部情報連絡責任

者（調整参事等）、指定職員、危機管理課職員 

本部長（危機管理監）、本部員（総務部長、未

来づくり推進局長、市民生活部長、福祉部長、

保健衛生部長、農林水産部長、建設部長、上

下水道事業部長、教育部長、地域防災官、報

道主管者（広報課長） 

（現地原子力防災センター内） 

事 務 局 

総
務
部 

福
祉
部 

農
林
水
産
部 

建
設
部 

教
育
部 

現地災害警戒本部 

 
現地災害警戒本部長 

（地域防災官） 

現地災害警戒副本部長 

（危機管理課副課長） 

危機管理監、地域防災官、危機管理課長、

職員課長、広報課長、越廼連絡所副参事、

清水連絡所副参事、環境廃棄物対策課

長、地域保健課長、生活衛生課長、農政

企画課長、道路課長、水道施設課長、簡

易水道課長、保健給食課長、各部連絡責

任者（調整参事等）、指定職員 

各部連絡責任者会議 

現 地 本 部 員 

（危機管理課員等） 

企
業
部 

市
民
生
活
部 

保
健
衛
生
部 

本 部 長 

（危機管理監） 

本 部 会 議 

事務局長（危機管理課長）、各部情報連絡責任

者（調整参事等）、指定職員、危機管理課職員 

本部長（危機管理監）、本部員（総務部長、未

来づくり推進局長、市民生活部長、福祉健康

部長、農林水産部長、建設部長、事業部長、

教育部長、報道主管者（広報プロモーション

課長） 

（現地原子力防災センター内） 

事 務 局 

総
務
部 

福
祉
健
康
部 

農
林
水
産
部 

建
設
部 

教
育
部 

現地災害警戒本部 

 
現地災害警戒本部長 

（危機管理副監） 

現地災害警戒副本部長 

（危機管理課副課長） 

危機管理監、危機管理課長、職員課長、

広報プロモーション課長、越廼連絡所副

参事、清水連絡所副参事、環境廃棄物対

策課長、地域保健課長、生活衛生課長、

農政企画課長、道路課長、水道施設課長、

簡易水道課長、保健給食課長、各部連絡

責任者（調整参事等）、指定職員 

各部連絡責任者会議 

現 地 本 部 員 

（危機管理課員等） 

上
下
水
道
部 

市
民
生
活
部 
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修正前 修正後 

 

（７）～（８） 略 

５ 原子力災害対策本部の設置等 

（１）～（２） 略 

（３）組織及び事務分掌 

ア～イ 略 

ウ 災害対策本部員は、市の企業管理者、教育長、各部局長等（理事級）をもって充てるものとする。 

 

また、災害対策本部には災害対策本部の広報を総括するため、報道主管者を置き、広報課長をもって充

てるものとする。 

エ 災害対策本部に別表３の部を置き、部の長は市の部局長等（理事級）とし、同表に掲げる者をもって充

てるものとする。 

なお、各部に班を置き、その主な事務分掌は市原子力災害対策本部運営要綱で定めるものとする。 

別表３(本節５（３）エ関係) 

[福井市原子力災害対策本部に設置する部] 

部 部 長 部 部 長 

都市戦略部 都市戦略部長 
工事・会計

管理部 
工事・会計管理部長 

総務部 総務部長 消防部 消防局長 

財政部 財政部長 
企業部 

上下水道経営部長 

市民生活部 市民生活部長 上下水道事業部長 

福祉部 福祉部長 教育部 教育部長 

保健衛生部 保健衛生部長 支援第１部 議会事務局長 

商工労働部 商工労働部長 支援第２部 監査事務局長 

農林水産部 農林水産部長 支援第３部 農業委員会事務局長 

  

建設部 建設部長 

 

オ～カ 略 

キ 災害対策本部に危機管理課長を事務局長とする事務局を置き、各部連絡責任者（調整参事等）、職員

課、広報課、越廼連絡所、清水連絡所、環境廃棄物対策課、地域保健課、生活衛生課、農政企画課、道路

課、水道施設課、簡易水道課、保健給食課、危機管理課をもって構成するものとする。 

なお、事務局長は、必要に応じその他の課を事務局の構成員として加えることができる。 

ク 緊急時に動員する職員 

緊急時の応急対策活動を円滑に実施するため、次の職員を指定するものとする。 

（ア） 略 

（イ）指定職員 

あらかじめ指定した職員で、職員課、広報課、越廼連絡所、清水連絡所、環境廃棄物対策課、地域

る。 

（７）～（８） 略 

５ 原子力災害対策本部の設置等 

（１）～（２） 略 

（３）組織及び事務分掌 

ア～イ 略 

ウ 災害対策本部員は、市の上下水道事業管理者、教育長、各部局長等（理事級）をもって充てるものとす

る。 

また、災害対策本部には災害対策本部の広報を総括するため、報道主管者を置き、広報プロモーション

課長をもって充てるものとする。 

エ 災害対策本部に別表３の部を置き、部の長は市の部局長等（理事級）とし、同表に掲げる者をもって充

てるものとする。 

なお、各部に班を置き、その主な事務分掌は市原子力災害対策本部運営要綱で定めるものとする。 

別表３(本節５（３）エ関係) 

[福井市原子力災害対策本部に設置する部] 

部 部 長 部 部 長 

  
工事・会計

管理部 
工事・会計管理部長 

総務部 総務部長 消防部 消防局長 

財政部 財政部長 
上下水道部 

経営部長 

市民生活部 市民生活部長 事業部長 

福祉健康部 福祉健康部長 教育部 教育部長 

こども未来部 こども未来部長 支援第１部 議会事務局長 

商工労働部 商工労働部長 支援第２部 監査事務局長 

農林水産部 農林水産部長 支援第３部 農業委員会事務局長 

都市政策部 都市政策部長 

建設部 建設部長 

 

オ～カ 略 

キ 災害対策本部に危機管理課長を事務局長とする事務局を置き、各部連絡責任者（調整参事等）、職員

課、広報プロモーション課、越廼連絡所、清水連絡所、環境廃棄物対策課、地域保健課、生活衛生課、農

政企画課、道路課、水道施設課、簡易水道課、保健給食課、危機管理課をもって構成するものとする。 

なお、事務局長は、必要に応じその他の課を事務局の構成員として加えることができる。 

ク 緊急時に動員する職員 

緊急時の応急対策活動を円滑に実施するため、次の職員を指定するものとする。 

（ア） 略 

（イ）指定職員 

あらかじめ指定した職員で、職員課、広報プロモーション課、越廼連絡所、清水連絡所、環境廃棄
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修正前 修正後 

保健課、生活衛生課、農政企画課、道路課、水道施設課、簡易水道課、保健給食課の職員をいう。 

 

ケ 各部連絡責任者会議 

各部連絡責任者会議は、災害対策本部会議が決定する災害対策に関する必要な事項の調整を行い、危

機管理監、地域防災官、危機管理課長（事務局長）、職員課長、広報課長、越廼連絡所副参事、清水連絡

所副参事、環境廃棄物対策課長、地域保健課長、生活衛生課長、農政企画課長、道路課長、水道施設課

長、簡易水道課長、保健給食課長及び各部連絡責任者、指定職員で構成し、危機管理課長が招集するも

のとする。 

また、各部連絡責任者は、会議の開催を必要とするときには、危機管理課長にその旨を申し出るもの

とする。 

コ 災害対策本部の組織図 

災害対策本部の組織図については、別図３のとおりとする。 

別図３（本節５（３）コ関係） 

［福井市原子力災害対策本部概略図］ 

物対策課、地域保健課、生活衛生課、農政企画課、道路課、水道施設課、簡易水道課、保健給食課の

職員をいう。 

ケ 各部連絡責任者会議 

各部連絡責任者会議は、災害対策本部会議が決定する災害対策に関する必要な事項の調整を行い、危

機管理監、危機管理課長（事務局長）、職員課長、広報プロモーション課長、越廼連絡所副参事、清水連

絡所副参事、環境廃棄物対策課長、地域保健課長、生活衛生課長、農政企画課長、道路課長、水道施設

課長、簡易水道課長、保健給食課長及び各部連絡責任者、指定職員で構成し、危機管理課長が招集する

ものとする。 

また、各部連絡責任者は、会議の開催を必要とするときには、危機管理課長にその旨を申し出るもの

とする。 

コ 災害対策本部の組織図 

災害対策本部の組織図については、別図３のとおりとする。 

別図３（本節５（３）コ関係） 

［福井市原子力災害対策本部概略図］ 
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修正前 修正後 

 

 

（４）～（５） 略 

（６）現地災害対策本部の設置 

ア 略 

イ 現地災害対策本部長には副市長を、現地災害対策副本部長には、地域防災官を充てるものとする。 

ただし、現地災害対策本部長に事故があるとき又はその他の事由により、その職務を遂行できない場

合は、現地副本部長がその職務を代理するものとする。 

ウ 現地災害対策本部には、広報を総括するために現地報道主管者を置き、広報課の副課長又は課長補佐

 

 

（４）～（５） 略 

（６）現地災害対策本部の設置 

ア 略 

イ 現地災害対策本部長には副市長を、現地災害対策副本部長には、危機管理副監を充てるものとする。 

ただし、現地災害対策本部長に事故があるとき又はその他の事由により、その職務を遂行できない場

合は、現地副本部長がその職務を代理するものとする。 

ウ 現地災害対策本部には、広報を総括するために現地報道主管者を置き、広報プロモーション課の副課

（現地原子力防災センター内） 

 

現地災害対策本部 

現地災害対策本部長 

（副市長） 

現地災害対策副本部長 

（地域防災官） 

現 地 本 部 員 

（危機管理課員等） 

現地報道主管者 

（広報課副課長又は課長補佐） 

住民安全班 

（危機管理課

員） 

都
市
戦
略
部 

総
務
部 

財
政
部 

市
民
生
活
部 

福
祉
部 

商
工
労
働
部 

農
林
水
産
部 

建
設
部 

工
事･

会
計
管
理
部 

消
防
部 

企
業
部 

教
育
部 

支
援
第
１
部
（
議
会
事
務
局
） 

支
援
第
２
部
（
監
査
事
務
局
） 

支
援
第
３
部
（
農
業
委
員
会
事
務
局
） 

本 部 長 

（市長） 

本 部 会 議 

本部長、副本部長、本部員、報

道主管者 

事 務 局 

事務局長（危機管理課長）、各部情報連

絡責任者（調整参事等）、指定職員、危

機管理課職員 

副本部長 

（副市長） 

各部連絡責任者会議 

危機管理監、地域防災官、危機管理課長、職

員課長、広報課長、越廼連絡所副参事、清水

連絡所副参事、環境廃棄物対策課長、地域保

健課長、生活衛生課長、農政企画課長、道路

課長、水道施設課長、簡易水道課長、保健給

食課長、各部連絡責任者（調整参事等）、指定

職員 

保
健
衛
生
部 

（現地原子力防災センター内） 

 

現地災害対策本部 

現地災害対策本部長 

（副市長） 

現地災害対策副本部長 

（危機管理副監） 

現 地 本 部 員 

（危機管理課員等） 

現地報道主管者 

（広報プロモーション課副課

長又は課長補佐） 

住民安全班 

（危機管理課

員） 

都
市
戦
略
部 

総
務
部 

財
政
部 

市
民
生
活
部 

福
祉
健
康
部 

商
工
労
働
部 

農
林
水
産
部 

建
設
部 

工
事･

会
計
管
理
部 

消
防
部 

上
下
水
道
部 

教
育
部 

支
援
第
１
部
（
議
会
事
務
局
） 

支
援
第
２
部
（
監
査
事
務
局
） 

支
援
第
３
部
（
農
業
委
員
会
事
務
局
） 

本 部 長 

（市長） 

本 部 会 議 

本部長、副本部長、本部員、報

道主管者 

事 務 局 

事務局長（危機管理課長）、各部情報連

絡責任者（調整参事等）、指定職員、危

機管理課職員 

副本部長 

（副市長） 

各部連絡責任者会議 

危機管理監、危機管理課長、職員課長、広報

プロモーション課長、越廼連絡所副参事、清

水連絡所副参事、環境廃棄物対策課長、地域

保健課長、生活衛生課長、農政企画課長、道

路課長、水道施設課長、簡易水道課長、保健

給食課長、各部連絡責任者（調整参事等）、指

定職員 

こ
ど
も
未
来
部 
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修正前 修正後 

を充てるものとする。 

エ 略 

（７）～（12） 略 

６～11 略 

長又は課長補佐を充てるものとする。 

エ 略 

（７）～（12） 略 

６～11 略 

第４節 避難、屋内退避等の防護措置 

１ 避難、屋内退避等の防護対策の実施 

住民等の生命及び身体を原子力災害から保護することが重要であることから、市は、原子力災害対策指針や

国の定めるマニュアル等を踏まえ、別表１を基に避難、屋内退避等の防護措置を実施するものとする。また、

避難に当たっては、福井県広域避難計画要綱や福井市原子力災害住民避難計画を基に実施するものとする。 

なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症流行下において原子力災害が発生した場合には、感染者や感染

の疑いのある者も含め、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、避難や屋内退避等の各種防護措置を行うもの

とする。 

別表１ 略 

２～13 略 

第４節 避難、屋内退避等の防護措置 

１ 避難、屋内退避等の防護対策の実施 

住民等の生命及び身体を原子力災害から保護することが重要であることから、市は、原子力災害対策指針や

国の定めるマニュアル等を踏まえ、別表１を基に避難、屋内退避等の防護措置を実施するものとする。また、

避難に当たっては、福井県広域避難計画要綱や福井市原子力災害住民避難計画を基に実施するものとする。 

なお、感染症流行下において原子力災害が発生した場合には、感染者や感染の疑いのある者も含め、感染拡大・

予防対策を十分考慮した上で、避難や屋内退避等の各種防護措置を行うものとする。 

 

別表１ 略 

２～13 略 

第５節 略 第５節 略 

第６節 飲食物の摂取制限、出荷制限等 

１ 略 

２ 摂取制限及び出荷制限等の措置 

（１）～（２） 略 

（３）市は、原子力災害対策指針に基づいた別表１のＯＩＬの値や食品衛生法上の基準値を踏まえた国及び県の

指導・助言及び指示に基づき、又は独自の判断により、代替飲食物の供給等に配慮しつつ、飲食物の摂取制

限及び出荷制限等並びにこれらの解除を実施するものとする。 

ア 飲料水に対する措置 

県は、市に対し、汚染水源の使用禁止及び汚染飲料水の飲用禁止の措置を講じるよう指示するものと

する。 

イ 飲食物に対する措置 

県は、市に対し、汚染飲食物の摂取を制限し、又は禁止する措置を講じるよう指示するものとする。 

ウ 農林畜水産物に対する措置 

県は、市に対し、汚染地区住民、汚染地区区域内の農林畜水産物の生産者、集荷機関、市場の責任者

等に、汚染農林畜水産物の採取又は漁獲禁止、出荷制限等必要な措置を講じるよう指示するものとす

る。 

エ 避難所等での措置 

市は、飲料水、飲食物及び農林畜水産物の緊急時モニタリング結果が判明するまで、避難所等での摂

取を一時禁止するものとする。 

 

別表１（本節２（３）関係） 

[飲食物摂取制限の基準（「ＯＩＬと防護措置」抜粋）] 

 基準の種類 基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

飲 飲食物に係 ＯＩＬ６による飲 ０．５μSｖ/h※６ 数日内を目途に飲

第６節 飲食物の摂取制限、出荷制限等 

１ 略 

２ 摂取制限及び出荷制限等の措置 

（１）～（２） 略 

（３）市は、原子力災害対策指針に基づいた別表１のＯＩＬの値や食品衛生法上の基準値を踏まえた国及び県の

指導・助言及び指示に基づき、又は独自の判断により、代替飲食物の供給等に配慮しつつ、飲食物の摂取制

限及び出荷制限等並びにこれらの解除を実施するものとする。 

ア 飲料水に対する措置 

県は、市に対し、汚染水源の使用禁止及び汚染飲料水の飲用禁止の措置を講じるよう指示するものと

する。 

イ 飲食物に対する措置 

県は、市に対し、汚染飲食物の摂取を制限し、又は禁止する措置を講じるよう指示するものとする。 

ウ 農林畜水産物に対する措置 

県は、市に対し、汚染地区住民、汚染地区区域内の農林畜水産物の生産者、集荷機関、市場の責任者

等に、汚染農林畜水産物の採取又は漁獲禁止、出荷制限等必要な措置を講じるよう指示するものとす

る。 

エ 避難所等での措置 

市は、飲料水、飲食物及び農林畜水産物の緊急時モニタリング結果が判明するまで、避難所等での摂

取を一時禁止するものとする。 

 

別表１（本節２（３）関係） 

[飲食物摂取制限の基準（「ＯＩＬと防護措置」抜粋）] 

 基準の種類 基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

飲 飲食物に係 ＯＩＬ６による飲 ０．５μSｖ/h※６ 数日内を目途に飲
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修正前 修正後 

食

物

摂

取

制

限 
※

９ 

るスクリー 

ニング基準 

食物の摂取制限を

判断する準備とし

て、飲食物中の放

射性核種濃度測定

を実施すべき地域

を特定する際の基

準 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

食物中の放射性核

種濃度を測定すべ

き区域を特定。 

ＯＩＬ６ 

（Bq/Kg） 

経口摂取による被

ばく影響を防止す

るため、飲食物の

摂取を制限する際

の基準 

核 種※７ 

飲料水 

牛乳・乳製

品 

野菜類、穀

類、肉、

卵、 

魚、その他 

１週間内を目途に

飲食物中の放射性

核種濃度の測定と

分析を行い、基準

を超えるものにつ

き摂取制限を迅速

に実施。 

放射性ヨウ

素 
300 2,000※８ 

放射性セシ

ウム 
200 500 

プルトニウ

ム及び超ウ

ラン元素の

アルファ核

種 

1 10 

ウラン 20 100 

※１ 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確になっ

た時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。 

※６ 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 

※７ その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６値

を参考として数値を設定する。 

※８ 根菜、芋類を除く野菜類が対象。 

※９ ＩＡＥＡではＯＩＬ６に係る、飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性核

種濃度の測定が開始されるまでの間に暫定的に飲食物摂取制限を行うとともに、広い範囲における飲食物の

スクリーニング作業を実施する地域を設定するための基準であるＯＩＬ３、その測定のためのスクリーニン

グ基準であるＯＩＬ５が設定されている。ただし、ＯＩＬ３については、ＩＡＥＡの現在の出版物において

空間放射線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必ずしも明確でないこと、またＯＩＬ５に

ついては我が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行えることから、放射性核種濃度を測定すべき

区域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 

食

物

摂

取

制

限 
※

９ 

るスクリー 

ニング基準 

食物の摂取制限を

判断する準備とし

て、飲食物中の放

射性核種濃度測定

を実施すべき地域

を特定する際の基

準 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射線量

率※２） 

食物中の放射性核

種濃度を測定すべ

き区域を特定。 

ＯＩＬ６ 

（Bq/Kg） 

経口摂取による被

ばく影響を防止す

るため、飲食物の

摂取を制限する際

の基準 

核 種※７ 

飲料水 

牛乳・乳製

品 

野菜類、穀

類、肉、

卵、 

魚、その他 

１週間内を目途に

飲食物中の放射性

核種濃度の測定と

分析を行い、基準

を超えるものにつ

き摂取制限を迅速

に実施。 

放射性ヨウ

素 
300 2,000※８ 

放射性セシ

ウム 
200 500 

プルトニウ

ム及び超ウ

ラン元素の

アルファ核

種 

1 10 

ウラン 20 100 

※１ 「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確になっ

た時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。 

※６ 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 

※７ その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６値

を参考として数値を設定する。 

※８ 根菜、芋類を除く野菜類が対象。 

※９ ＩＡＥＡでは、飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性核種濃度の測定が開

始されるまでの間の暫定的な飲食物摂取制限の実施及び当該測定の対象の決定に係る基準であるＯＩＬ３等を設

定しているが、我が国では、放射性核種濃度を測定すべき区域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリ

ーニング基準」を定める。 

第７節～第１２節 略 第７節～第１２節 略 

第１３節 災害救助法の適用 

１～４ 略 

５ 災害救助法の適用手続 

（１） 略 

（２）県の手続 

ア 県知事は、災害救助法を適用したときは、市及び関係指定地方行政機関等に通知し、厚生労働大臣に情

報提供する。 

イ 災害救助法を適用したときは速やかに公告する。 

ウ 県知事は、本節３（３）のうち災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を

第１３節 災害救助法の適用 

１～４ 略 

５ 災害救助法の適用手続 

（１） 略 

（２）県の手続 

ア 県知事は、災害救助法を適用したときは、市及び関係指定地方行政機関等に通知し、内閣総理大臣に情

報提供する。 

イ 災害救助法を適用したときは速やかに公告する。 

ウ 県知事は、本節３（３）のうち災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を
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修正前 修正後 

著しく困難とする特別の事情がある場合及び本節３（４）に該当する場合に災害救助法を適用しようとす

るときは、事前に厚生労働省に技術的助言を求めることができる。 

 

６ 個別適用 

（１）避難所の開設及び収容 

県知事の救助事務を委任された市長は、災害のため現に被害を受け、又は受けるおそれのある者を避難所に

収容し保護する。 

ア 適用期間 

災害発生の日から７日以内とする。 

ただし、状況により、この期間を延長する必要がある場合には、市長は、県知事に事前協議（厚生労働

大臣の協議を含む）をしなければならない。 

イ～エ 略 

（２） 略 

（３）炊き出しその他による食品の給与 

ア 米穀による応急供給の場合 

米穀の応急配給は北陸農政局福井県拠点と緊密な連絡を図り、「米殻の買入れ・販売等に関する基本要

領」（平成２１年５月２９日付総食第１１３号）に基づき実施する。 

市長は、住家の被害等により自宅で炊飯等ができず、また食品の購入ができない被災者に対し、応急

的に炊き出し等を実施し、被災者の食生活を保護する。 

（ア）適用期間 

災害発生の日から７日以内とする。 

ただし、相当大規模な地震が発生し、この期問内で炊き出し等による食品の給与を打ち切ることが

困難な場合には、市長は、県知事に事前協議（厚生労働大臣の協議を含む）をしなければならない。 

（イ）～（ウ） 略 

（４）飲料水の供給 

県知事の救助事務を委任された市長は、災害のため飲料水が枯渇し又は汚染し、現に飲料に適する水を得る

ことができない者に対し、飲料水を供給する。 

ア 適用期間 

災害発生の日から７日以内とする。 

ただし、状況により、この期間を延長する必要がある場合には、市長は、県知事に事前協議(厚生労働

大臣の協議を含む)をしなければならない。 

イ～ウ 略 

（５）被服寝具その他生活必需品の給貸与 

災害による住家被害等により、日常生活に欠くことのできない被服、寝具その他の衣料品及び生活必需品を

喪失又はき損し直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して、急場をしのぐ被服、寝具その他の衣料品及び

生活必需品を給与又は貸与する。 

ア 適用期間 

災害発生の日から１０日以内とする。 

著しく困難とする特別の事情がある場合及び本節３（４）に該当する場合に災害救助法を適用しようとす

るときは、事前に内閣府に技術的助言を求めることができる。 

 

６ 個別適用 

（１）避難所の開設及び収容 

県知事の救助事務を委任された市長は、災害のため現に被害を受け、又は受けるおそれのある者を避難所に

収容し保護する。 

ア 適用期間 

災害発生の日から７日以内とする。 

ただし、状況により、この期間を延長する必要がある場合には、市長は、県知事に事前協議（内閣総理

大臣の協議を含む）をしなければならない。 

イ～エ 略 

（２） 略 

（３）炊き出しその他による食品の給与 

ア 米穀による応急供給の場合 

米穀の応急配給は北陸農政局福井県拠点と緊密な連絡を図り、「米殻の買入れ・販売等に関する基本要

領」（平成２１年５月２９日付総食第１１３号）に基づき実施する。 

市長は、住家の被害等により自宅で炊飯等ができず、また食品の購入ができない被災者に対し、応急

的に炊き出し等を実施し、被災者の食生活を保護する。 

（ア）適用期間 

災害発生の日から７日以内とする。 

ただし、相当大規模な地震が発生し、この期問内で炊き出し等による食品の給与を打ち切ることが

困難な場合には、市長は、県知事に事前協議（内閣総理大臣の協議を含む）をしなければならない。 

（イ）～（ウ） 略 

（４）飲料水の供給 

県知事の救助事務を委任された市長は、災害のため飲料水が枯渇し又は汚染し、現に飲料に適する水を得る

ことができない者に対し、飲料水を供給する。 

ア 適用期間 

災害発生の日から７日以内とする。 

ただし、状況により、この期間を延長する必要がある場合には、市長は、県知事に事前協議(内閣総理

大臣の協議を含む)をしなければならない。 

イ～ウ 略 

（５）被服寝具その他生活必需品の給貸与 

災害による住家被害等により、日常生活に欠くことのできない被服、寝具その他の衣料品及び生活必需品を

喪失又はき損し直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して、急場をしのぐ被服、寝具その他の衣料品及び

生活必需品を給与又は貸与する。 

ア 適用期間 

災害発生の日から１０日以内とする。 
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修正前 修正後 

ただし、大地震等により交通通信が途絶え、物資の買い付けが困難であるような場合等、この期間を

延長する必要がある場合には、県知事は、事前に厚生労働大臣に協議しなければならない。 

イ 略 

（６）医療及び助産 

災害のため医療機関が混乱し、被災地の住民が医療の手段を失った場合に、応急的に医療を施し、被災者の

保護を図る。 

ア 適用期間 

災害発生の日から１４日以内とする。 

ただし、災害の規模が大きく死傷者が極めて多い場合、また、社会的混乱の著しい場合等この期間を

延長する必要がある場合には、県知事は事前に厚生労働大臣に協議しなければならない。 

イ～ウ 略 

（７）災害にかかった者の救出 

県知事の救助事務を委任された市長は、災害のため生命身体が危険な状態にある者を捜索し、又は救出して

その者を保護する。 

ア 適用期問 

災害発生の日から３日以内とする。 

ただし、地震の揺り返しが続いて被害が続出し、どの地震によって現に救出を要する状態になったか

判明し難いとき等、この期間を延長する必要がある場合には、市長は、県知事に事前協議（厚生労働大

臣の協議を含む。）をしなければならない。 

イ 救出のための費用 

舟艇その他救出のための機械、器具等の借り上げ費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常

の実費とする。 

（８）～（12） 略 

ただし、大地震等により交通通信が途絶え、物資の買い付けが困難であるような場合等、この期間を

延長する必要がある場合には、県知事は、事前に内閣総理大臣に協議しなければならない。 

イ 略 

（６）医療及び助産 

災害のため医療機関が混乱し、被災地の住民が医療の手段を失った場合に、応急的に医療を施し、被災者の

保護を図る。 

ア 適用期間 

災害発生の日から１４日以内とする。 

ただし、災害の規模が大きく死傷者が極めて多い場合、また、社会的混乱の著しい場合等この期間を

延長する必要がある場合には、県知事は事前に内閣総理大臣に協議しなければならない。 

イ～ウ 略 

（７）災害にかかった者の救出 

県知事の救助事務を委任された市長は、災害のため生命身体が危険な状態にある者を捜索し、又は救出して

その者を保護する。 

ア 適用期問 

災害発生の日から３日以内とする。 

ただし、地震の揺り返しが続いて被害が続出し、どの地震によって現に救出を要する状態になったか

判明し難いとき等、この期間を延長する必要がある場合には、市長は、県知事に事前協議（内閣総理大

臣の協議を含む。）をしなければならない。 

イ 救出のための費用 

舟艇その他救出のための機械、器具等の借り上げ費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常

の実費とする。 

（８）～（12） 略 

第４章 略 第４章 略 

 


